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成長を支える基盤

Chapter4

当社では、短期および中長期的な成長を支える基盤としてサステナビリティの活
動を展開しています。事業戦略と連動したさまざまな取り組みを実施し、ビジョン
の実現と基本理念の実践に向けて、攻めの経営基盤を構築します。
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バリューチェーン

研究開発

販売

調達・製造

据付・保守サービス

企
業
価
値
の
向
上

成長を支える基盤



当社におけるサステナビリティの取り組みはビジョンの実現による基本理念の実践です。サステナビリティの取り組みについて以下のガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標からなる4つ

の枠組みで整理し、活動を展開しています。

サステナビリティの展開

4
つ
の
枠
組
み
に
お
け
る
主
な
活
動
内
容

ガバナンス

●  サステナビリティ統括部を本社のコーポレート企画本部に設置し、グループ全体でサステナビリティの取り組みを展開
●  サステナビリティグローバル会議を年2回開催。国内グループ会社や海外現地法人において、サステナビリティ全般の取りまとめをおこなうサステナビリティマネー
ジャーが参加し、全社方針に沿った取り組みの共有やグローバルプロジェクトの推進などについて討議

●  サステナビリティ担当執行役員を委員長とするサステナビリティ委員会を年2回開催。ディビジョンオフィサーおよび国内グループ会社・海外現地法人社長などが参
加し、サステナビリティに関するリスク・機会の検討や短・中長期目標の管理、サステナビリティ関連方針の策定や個別テーマに関して承認。重要案件については
執行側の最高意思決定機関であるコーポレートオフィサーズ・ミーティングで決議

●  グループ全体のサステナビリティの取り組みについて適宜取締役会にて報告をおこない、取締役会はそれを監督

戦略

●   企業の独自の資源と専門性を生かして社会課題を解決するCSV=TSV (TEL’s Shared Value) の考えに基づき、事業活動において社会的価値と経済的価値を融合
することにより中長期的な利益の拡大と継続的な企業価値の向上を実現

●   優先して取り組む重要事項をマテリアリティとして特定※し、当社の強みを最大限に生かしながら、マテリアリティを軸とした事業活動によるバリューチェーンを展開
●   さまざまなサステナビリティの取り組みを推進するとともに、革新的な技術をもつBest Productsや付加価値の高いBest Technical Serviceの提供により、産業や
社会の課題解決や発展に貢献

リスク管理※
●   半導体を取り巻く地政学や市場変化などのさまざまなリスクに適切かつ迅速に対応するとともに、持続的な成長を実現すべくリスクマネジメント体制を構築
●   より実効的な活動を推進するためコーポレートリスクマネジメント推進室 (CPRO) をコーポレート企画本部に設置し、エンタープライズ・リスクマネジメントを展開
●   事業を遂行する上で直面しうるリスクについて、将来を見据えた十分な検討をおこなうことでその影響を最小化するのみならず、それらを事業機会として捉え、適切
に対応

●   事業活動におけるさまざまなリスクを当社グループへの影響度と発生可能性から網羅的に洗い出し、主要な 16のリスク項目として特定するとともに、各リスクオー
ナーを設置。またCEOや各ディビジョンオフィサーが参加する会議体において特に課題がある項目について取り組み状況の確認と改善策を討議

指標と目標
●   中期経営計画における継続的な企業価値の向上に関する重要指標※1およびサステナビリティ年度目標※2を設定
●   重要指標および年度目標の達成状況や今後の取り組みについてCEOが参加するレビュー会議にて定期的に確認
●   各指標や目標の責任者のもと、達成に向けた活動を継続的に展開

※ マテリアリティ  P. 25-26

※ リスクマネジメント  P. 65-66

※1 継続的な企業価値の向上に関する重要指標  P. 21-22

※2 当社ウェブサイト「サステナビリティ年度目標と重要指標」  www.tel.co.jp/sustainability/goals-and-results/index.html
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当社では、技術革新が成長を牽引する半導体業界において持続的な成長を実現するため

には、研究開発力およびその成果物を含む知財・無形資産の強化が不可欠と考えています。

当社は4つの強み (図 1 ~ 4 ) を生かして研究開発を進めており、さらに、国内外のお客さま、

コンソーシアムやアカデミアとの積極的な協業 (オープンイノベーション) を推進し、多様な知

見や技術を当社の研究開発に取り込むことで、革新的で付加価値の高い独自技術を生み出し

ています。これにより、当社の生命線である次世代装置をタイムリーかつ継続的に創出するこ

とができ、5つ目の強みである特許ポートフォリオ (図 5 ) の戦略的構築を可能としています。

当社では2025年に日本で1,415件、海外で345件の発明が創出され、年々増加傾向にありま

す。また、直近5年で300件弱の発明が協業により生まれています。グローバル特許出願率は7

年連続で約75%を維持するとともに、昨今のグローバルサウス市場の拡大に対応し、これらの

地域への出願も強化しています。許可率※2は、日本で84%、米国で83%に達しており、2026年

3月末時点の特許保有件数は26,592件と、半導体製造装置業界でNo. 1を維持しています。

当社の特許ポートフォリオは、他社への影響力や技術的価値の上昇度においても高く

評価されており、Clarivate「Top 100 グローバル・イノベーター 2026」 (5年連続) および

LexisNexis「Innovation Momentum 2026: The Global Top 100」 (4年連続) に選出され

当社は、国内外の主要開発拠点と本社に配置された知的財産部門が連携し、研究開発部

門や事業部門と密接に協働することで、技術革新と市場ニーズを的確に捉え、知的財産ポー

トフォリオの戦略的構築を進めています。さらに発明者の知的財産創出活動を促進するた

め、独自の表彰制度※を設けています。初めて特許出願に至った発明者から、特に優れた模

範となる発明者まで、さまざまなステージに合わせて表彰をおこなうことで、積極的な知的

財産創出活動や発明精神の継承を推進しています。

また、取締役会やコーポレートオフィサーズ・ミーティングにおいて、知的財産活動や知的

財産リスクに関する報告を定期的に実施し、経営層との連携を通じた知的財産ガバナンス体

制の一層の強化に努めています。

ています。こうした競争力のある特許ポートフォリオは、５つ目の強みとして4つの強みを支え

ることで、中長期的な企業価値向上の基盤として重要な役割を果たしており、当社の持続的な

成長を後押ししています。

知財・無形資産

当社ウェブサイト「発明者表彰制度」  www.tel.co.jp/rd/intellectualproperty/index.html

(年)

1

1.5

2016 2020 2025

出
願
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許
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■  TELのPatent Asset Index (PAI※3) 推移

※ 

※2 2025年算出値

知財・無形資産の位置づけと取り組み

知的財産ガバナンス体制
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オープン 
イノベーション

研究開発

強み❺
No. 1 特許ポートフォリオ

持続的な成長

強い 
次世代装置 
をタイムリー 
かつ継続的に
創出

4つの 
キープロセス
の先端装置を
提供する 
メーカー

EUV露光用 
塗布現像装置
シェア※1 100%

市場シェア※1

上位の 
充実した 
製品群

業界最大※1の 
出荷実績を 
生かして 
展開する 

技術サービスと
マーケティング

革新的で 
付加価値の 
高い独自技術

強み 1 強み 2 強み 3 強み 4

※3  特許ポートフォリオ競争力の指標として、LexisNexis社が提
供するPatent Asset Index (PAI) を利用。2016年のPAIを
1.0とし、円の大きさは特許ポートフォリオサイズを示す

※ 1 当社推定

http://www.tel.co.jp/rd/intellectualproperty/index.html


当社は「企業の成長は人。社員は価値創出の源泉」という考えのもと、経営戦略と人材戦

略を連動させています。創業以来、事業環境の変化に迅速に対応しながら、時代をリードす

る独創的な技術で半導体産業の発展に貢献し、成長してきました。この成長を支えた確かな

原動力は、社員一人ひとりのやる気と、未知の領域に挑戦する姿勢です。

持続的な成長と企業価値の向上には、半導体の技術革新を牽引する高い技術力が不可欠

です。この実現に向け、当社は2025年3月期からの5年間で1.5兆円以上の研究開発投資を

おこない、人材採用ではグローバルで10,000名とする成長投資計画を設定し、取り組みを

進めています。

人材戦略の中核は「やる気重視経営」であり、ワールドクラスの利益に基づく業績連動報

酬などを通じて、成果を出す意欲と行動を後押ししています。また、社員の自律的な学びを

支援するTEL UNIVERSITYを通じて専門性を継続的に高めることで、革新的な技術をもつ

Best Productsの提供や、付加価値の高いBest Technical Serviceの実現につなげていま

す。このような個人の成長と企業の成長の循環が、当社の持続的な価値創造を支える基盤と

なっています。AIなどの高度な技術が実現する利便性と地球環境保全の両立を目指し、多様

な個性が融合する「ONE TEL」として夢のある社会の発展に貢献していきます。

当社はやる気重視経営のもと、社員のパフォーマンスの最大化や企業の持続的な成長の

実現に向け、社員エンゲージメントの向上に注力しています。エンゲージメントに関する施策

の効果を測るため、エンゲージメント・サーベイを隔年で実施しており、得られた結果をもとに

「重点課題の特定」「施策実行」「効果検証・改善」のサイクルを循環させることで、社員一人

ひとりが能力を最大限に発揮し、いきいきと働くことができる環境づくりに取り組んでいます。

2025年3月期に実施したエンゲージメント・サーベイのスコアは、2016年3月期から19ポイ

ント向上しており、結果をもとに「キャリア機会の充実」「人材の

獲得と適切な配置」に関する取り組みを重点的に進めています。

またエンゲージメント・サーベイの中間期において施策の実行

と改善状況を把握するため、2026年3月期からパルスサーベ

イを導入しました。これにより実施状況を可視化し、さらなる改

善が必要な組織や部署に対する支援を強化していきます。

持続的成長を支える人材戦略 社員エンゲージメント

当社は、半導体需要の高まりと、それを支える製造装置の性能向上や安定生産への対応

を見据え、2025年3月期からの5年間で10,000名の採用を目指す大規模な増員計画を進

めています。この計画の実現には、世界中の企業や研究機関が求める優れた半導体人材の

確保が不可欠です。そのため単なる採用競争にとどまらず、産学官連携を通じた次世代人材

育成を促進する仕組みの構築が求められています。当社はこうした未来に向けた取り組み

の一環として、日米大学間パートナーシップ「UPWARDS※1」に参画し、半導体技術分野にお

ける人材育成と研究開発を推進しています。さらに、大学や高等専門学校などのアカデミア

に加え、人工知能学会、SEAJ※2、福岡半導体リスキリングセンターなどさまざまな半導体関

連機関でセミナーを開催し、幅広い学びの機会を提供しています。これらの取り組みにより、

将来の半導体技術革新を支える人材や研究者の育成に貢献するとともに、多様な視点をも

つ人材が業界をリードしていくための基盤づくりを目指しています。

採用

※1 ※2  SEAJ: Semiconductor Equipment Association of Japan。日本半導体製造装置協会

人材

UPWARDS  P. 51
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効果検証 
・改善 重点課題特定

社員がやる気に満ち、
能力を十分に発揮 
できる人材戦略

施策実行

■ やる気重視経営による好循環の創出

さらなる
半導体産業の
発展への貢献

持続的な成長
 (未来への投資 )

エンゲージメント
向上

ONE TELとして
個人・組織の

パフォーマンス向上



当社は、急速に変化する事業環境を踏まえ、グローバルに活躍できる人材の育成に注力し

ています。社員一人ひとりの能力を最大限に発揮させるため、組織的な人材開発の仕組み

を構築し、多様な背景をもつ社員の潜在能力を引き出すことで、企業全体のイノベーション

力を高めています。また、社員の自発的なキャリア形成と自己実現を後押しする制度を整備

し、社員が主体的に目標を設定し成長できる環境を提供することで、やる気の維持を図って

います。

 TEL UNIVERSITY
TEL UNIVERSITYは、全社的な人材

育成の基盤として2007年に設立された

内部教育機関です。社員一人ひとりが自

らの成長やキャリアを考え、学び続ける

ことを支援するとともに、技術力と人材

力の両面から当社の価値創造を支える

人材の育成に取り組んでいます。

人材

 オンボーディングの強化
新卒/若手育成プログラム

当社では、大規模な人材採用を見据え、新卒および若手社員一人ひとりが早期に活躍でき

るよう、TEL UNIVERSITYを中心とした育成プログラムを展開しています。企業理念や価値

観の理解に加え、社会人として必要な基礎知識・スキルを段階的に習得できる研修を、入社

1年目から3年目にかけて体系的に実施しています。

これらの取り組みを通じて、当社グループの一員としての意識醸成を図るとともに、自ら学

び成長し続けようとする姿勢を育み、社員エンゲージメントの向上につなげています。

キャリア入社向けプログラム

当社は、グローバルな事業成長と人材基盤の強化を両立させるため、キャリア入社社員の

受け入れを積極的に進め、早期戦力化を支援するオンボーディング施策を拡充しています。

国内ではTEL UNIVERSITYにおいて「Welcome to TEL Meeting!」を実施し、当社の歴史

や企業文化、理念に加え、自社製品や技術への理解を深める機会を提供しています。また、

グループワークやディスカッションを通じて、部門や拠点を越えた人的ネットワークの形成を

促進し、新たな環境においても安心して能力を発揮できる土台を築いています。こうした取

り組みにより、多様なバックグラウンドをもつ社員がやる気を発揮し、成長できる環境を整え

ています。

 DX人材育成
業務プロセスにおけるデジタル活用の重要性が高まる中、DXが企業の競争優位性につな

がるとの認識のもと、当社ではDXに関する基礎的な知識や考え方の習得を目的に、2022

年からグローバル全社員を対象とした必須教育「DX基礎教育」を展開しています。また、生

成AIをはじめとするデジタル技術の進展に伴い、社員がAIを適切に理解し活用することが重

要となっています。2027年3月期から新入社員研修にAIリテラシー研修を導入しており、AI

について適切に理解・活用できる基盤づくりを全社的に進めています。

人材育成・キャリア

1. 社員の自己啓発と自己責任が能力開発の基本である
2. 職場・現場が人を育てる
3. 会社は気付きを提供し、仕組みを構築する

TELの人材育成の基本方針

TEL UNIVERSITY

■ TEL UNIVERSITY体系図

新人・若手 中堅 管理職・高度専門職・幹部 経営

階層別教育

目的別教育

技術教育 (セミナー・ワークショップ) 
ビジネススキル

グローバルコミュニケーション
キャリアサポート
全社必須 ウェブ教育

導入教育 (新卒・中途) 
OJTプログラム (新卒・中途) 

リーダー教育
若手育成 中堅社員教育 マネージャー教育
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人材

 キャリア形成の支援
次世代経営者の育成

当社は中長期的な企業価値向上を支える次世代経営者の早期発掘と計画的な育成に注力

しています。候補者には社外研修や異業種交流を含む学習機会を提供し、視野の拡大や外

部ネットワークの構築を支援しています。これらの取り組みにより、グローバルに事業を展開

する企業として、多様な価値観や環境変化に対応できる人材の育成につなげています。併せ

て、経営層が計画的にアサインメントの検討やレビューをおこない、本人の意欲や段階に応

じた経験を得られる機会を提供することで、成長を後押しする仕組みづくりを進めています。

高度専門人材の育成

高度な専門技術・スキルを企業競争力の重要な源泉と位置づけ、専門性を軸としたキャリ

ア形成の仕組みとしてTCL (Technical Career Ladder) を導入しています。チーフエンジニ

アやエキスパートなどで構成されるTCLは、専門性を生かした成果を正当に評価し、本人の

意欲や強みに応じたキャリアの選択を可能にしています。TCLの運用を通じて、自身の専門

性を発揮し続けられる環境を整えるとともに、技術交流会や技術ワークショップなどのプロ

グラムを通じて専門的な知見が事業や組織の成長に結び付くことを目指しています。

当社では経営層の強いコミットメントのもと、継続的なイノベーションの創出や企業価値

の向上につながる重要な取り組みとして、DE＆Iを積極的に推進しています。「ONE TEL, 

DIFFERENT TOGETHER™」をスローガンに、国籍、性別、世代を大きなテーマとして捉え

た3G (Global・Gender・Generation) の考えをDE＆I推進の軸としています。一方で、3G

のように目に見える多様性に加え、性格、考え方、働き方、価値観など、目に見えない多様性

も数多く存在しています。このような背景から、当社はDE＆Iを特別なものではなく、誰もが

もっている多様性を理解してそれぞれの個性や価値観を認め合うことで、相互信頼できる風

土の醸成が重要だと考え、その推進のためにさまざまな取り組みをおこなっています。

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン (DE＆I)

 新しいキャリアデザイン
2024年から、当社独自のキャリアと学習のポータルアプリとして「Seeker」の導入※を開始

し、グローバル展開を進めています。SeekerではAI機能を活用し、個々の学習履歴や目標に

応じた学習コンテンツを推奨することで社員のチャレンジ意欲を喚起します。このようなツー

ルを通じて、社員が将来の「ありたい姿」を明確にし、その実現に向け

たキャリアプランを設計して必要なスキルを効率的に習得できるよう

支援しています。このような取り組みが評価され、「第 14回日本HR

チャレンジ大賞」において「大賞」を受賞しました。

キャリア設計

社員はSeeker内の多様な先輩社員や同僚のキャリア事例を参考にしながら、自身のキャリ

アの方向性を定めます。各グループにまとめられた職種情報を参照して、「ありたい姿」を実

現するために経験すべき職場やステップを確認できる他、生成AIやメンターにキャリアに関す

る質問をおこなうことで、自身のキャリア実現に必要なことをより明確にすることができます。

スキル獲得

社員は上長と相談の上、自身の「ありたい姿」の実現に向けて、強化したいスキルを設定

します。上長は社員の希望を踏まえながら、経営戦略に基づいた業務を割り当てます。設定

したスキルに応じて最適な学習コンテンツやメンターが推薦され、得られた知見を実務に生

かすことで、社員は効率的にスキルを習得することができます。

※ 一部の本部やグループ会社で導入

詳しく調べる
「教えてAI！」

詳しい人に 
聴く
「メンター 
レコメンド」

各ステップ 
の決定
「仕事図鑑  
(職種編)」

キャリアの 
方向性
「仕事図鑑  
(社員編)」

キャリア設計
将来 
「ありたい姿」は 
描けましたか？

振り返り
「職務履歴」

コンテンツ 
を探す
「教えてAI！」

詳しい人に 
聴く
「メンター 
レコメンド」

コンテンツ 
で学習
「コンテンツ 
レコメンド」

上長と 
目標設定スキル獲得

実践に 
つながる現状の把握
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人材

東京エレクトロンのDE&I

Global
Diverse 

Work  
Styles

3G ＋

Gender

Generation

TELではGlobal・Gender・Generationの「3G」にDiverse Work 
Styles (多様な働き方) を加えた4つのテーマを重点領域として、
DE&Iの取り組みを進めています。
国籍や性別、年齢、障がいの有無などに関わらず、すべての社員が
活躍できる環境をつくり、イノベーションの創出の源泉としています。

当社ウェブサイト「ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (DE&I)」
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/human-resource/#de_and_i

※1  子の看護休暇: 小学校就学の始期に達するまでの子の養育をする社員に対し、年5日の有給休暇を付与
※2  子育て応援休暇: 中学校就学の始期に達するまでの子の養育をする社員に対し、年5日の無給休暇を付与

※  ラインケア: 管理職 (部長や課長などの管理監督者) が、自身が管理する部下やチームメンバーの心の健康状態を気づかい、ケアをおこなうこと

学生向けサマーキャンプ

 休暇制度
当社では、社員一人ひとりが心身ともに健やかに働ける環境を整えるために、適正な労働

時間の管理と休暇制度の拡充および取得促進に取り組んでいます。具体的には、有給休暇

取得率 (日本) 80%以上とする目標を掲げ、計画的な取得を促す啓発活動をおこなうととも

に、取得状況の定期的なモニタリングや取得率向上に向けたマネジメントを推進していま

す。2026年3月期の有給休暇取得率は78.0%で、目標に近い結果となりました。　

また、社員が心身のリフレッシュを図り、就業意欲を高めることを目的として、リフレッシュ休

暇制度をグローバルで導入しています。日本では、勤続 10年から25年以上の社員を対象に、

2週間から1カ月の特別休暇 (法定外有給休暇) を付与するとともに、2025年4月から勤続5年

および30年の社員も取得できるよう制度の拡充をおこないました。2026年3月期には、日本

で1,950名、海外で1,327名の社員がリフレッシュ休暇を取得し、前期比で91.8%増となりました。

さらに、育児休業、子の看護休暇※1、子育て応援休暇※2、有給の介護休暇など、さまざまな

ライフイベントに対応した柔軟な制度を導入しています。育児休業期間については、「子ども

が満3歳に達する日」までの延長を認めており、育児による勤務時間短縮措置の対象を小学

校卒業までの子どもを養育する社員にまで拡充しています。

ワーク・ライフ・バランス

 男性育児休業 (男性育休) ワークショップ
当社グループでは、年に数回、男性育休ワークショップを開催しています。このワークショッ

プでは、人事部による制度説明に加え、実際に育休を取得した社員による体験談の共有やQ

＆Aセッションをおこなっています。育休取得を検討している社員だけでなく、将来のライフデ

ザインの参考や、育児中の部下や同僚のサポートをする目的で参加する社員も多く、毎回多く

の関心を集めています。このような取り組みを通じて、社員がお互いの立場を理解し尊重し合

う風土が醸成され、その結果、男性の育児休業の取得率向上につながっています。

 UPWARDS※

UPWARDSは、日本側5大学および米国側6大学、そして支援企業のマイクロン・テクノロ

ジーおよび当社との日米半導体連携事業です。2023年から2028年までの5年間にわたり、

半導体分野における人材育成の拠点の形成と研究開発の強化を目指しています。この取り

組みでは、金銭的支援にとどまらず、大学におけるカリキュラム支援や組織支援、また学生向

けのサマーキャンプやインターンシップの提供など、

未来に向けて多面的な支援を実施しています。産学

連携、そして日米連携により、これまでにない新たな

アプローチで半導体業界にポジティブな影響をもた

らすために日々活動を続けています。
※  UPWARDS: U.S.-Japan University Partnership for Workforce 

Advancement and Research & Development in Semiconductors。
半導体の人材育成と研究開発に関する未来に向けた日米大学間パート
ナーシップ

 健康経営
当社はCEOを健康推進統括責任者として健康経営を推進し、社員一人ひとりの健康を踏ま

えた施策を展開しています。具体的には、法令に基づく各種健康診断や担当産業医による長

時間労働者への面接指導に加え、希望者には社外の産業カウンセラーによるカウンセリング

の機会も提供しています。また、マネジメント層を対象としたラインケア※セミナーも定期的に

開催し、必要に応じて国内グループ会社の健康担当者や医療従事者との連絡会議を実施し

て、健康に関するサポート体制を強化しています。

このような取り組みを通じ、国内グループ各社全体で「健康経営優良法人2025」に認定さ

れました。今後も継続的に取り組みの改善を図り、一層の健康経営の推進に努めていきます。

51
TOKYO ELECTRON INTEGRATED REPORT 2026

バリューチェーンの取り組み

Chapter 3
成長を支える基盤

Chapter 4 データセクション
価値創造ストーリー東京エレクトロンについて

Chapter 2Chapter 1

http://www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/human-resource/#de_and_i


当社は半導体製造装置のリーディングカンパニーとして、環境にフォーカスしたイニシア

ティブであるE-COMPASSを展開しています。E-COMPASSを中心に、サプライチェーン全

体で技術的にも社会的にも価値ある製品・サービスを提供し、持続的な成長につなげていき

ます。

 お取引先さまとの取り組み
当社はお取引先さまとのさらなる連携強化を図るため、年間スケジュールを公開し、各種

イベントを実施しています。お取引先さまと目標を共有し、ネットゼロに関する説明会を開く

など取り組みを推進しました。こうした活動が評価され、非政府組織CDPのサプライヤーエ

ンゲージメント調査2025において、最高評価であるAリスト企業に選定されました。

環境
E-COMPASS

月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

年間定期 
プログラム

2026年 
3月期 

プログラム

●  TEL E-COMPASS 
Day

●  
TEL E-COMPASS Day

● 春季生産動向説明会

● E-COMPASS取引先サーベイ ● グリーンパートナー認定

● サーベイ結果通知

●  環境パートナー表彰

● 秋季生産動向説明会

環境コンテンツ資料配信 環境法規制資料配信

ネットゼロ説明会

環境対応の重要性が高まる中、当社は環境担当GMを責任者とするテクノロジービジョン

＆環境ストラテジー部を本社に設置し、複数の会議体の運営や中長期的な環境課題に対す

る活動を推進しています。また、下表の会議体を通じ、CEOを含むマネジメント層に各取り

組みの進捗状況を報告しています。

環境マネジメント体制

会議名 主な参加メンバー 会議内容 開催頻度

環境活動定例 
報告会

CEO、コーポレートオフィサー、
環境担当GM

グローバル環境会議やTELコーポレート環境会
議での討議事項の報告、承認案件の審査 4回/年

環境ステアリング
会議

製造会社社長、 
環境担当GMなど

環境課題への対応の進捗についてモニタリング
や監督 4回/年

TELコーポレート
環境会議

環境担当GM、 
所属長など

グループ全体の環境活動の推進、 
グループ全体での目標設定 2回/月

グローバル環境 
会議

本社とグループ会社の役員
が任命したメンバー

環境課題に対する個別目標の設定、進捗のモ
ニタリング、目標達成に向けた働きかけ 2回/年

■ 主な会議体

 TEL E-COMPASS Day 2026
お取引先さまを対象とした説明会「TEL E-COMPASS Day 2026」を2026年3月にオンラ

インと会場のハイブリッド形式で開催し、315社のお取引先さまにご参加いただきました。

取締役会

中長期的な環境課題に対する取り組みを推進

● 環境関連の会議体の運営 (下表参照)
●  ISO 14001に則した活動 

● 環境影響評価の実施と有益側面の抽出 
●  環境マネジメントプログラムや内部監査 
チェックリストのグループ統一運用

●  各国の行政、司法などの機関に働きかけ、 
半導体業界の発展を支援

CEO

環境担当役員

環境担当GM

テクノロジービジョン＆環境ストラテジー部

グループ会社環境関連メンバー

■ 環境マネジメント体制図

情報共有
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半導体 製造装置 事業活動

デバイスの高性能化と
低消費電力化

装置のプロセス性能と
環境性能の両立

事業活動全体における
CO2排出量削減

スコープ1、2 & 3  2041年3月期までにネットゼロを実現



63千t (0.4%)
自社の排出自社以外の排出

スコープ3 上流

86千t
カテゴリ9  下流の輸送・流通

スコープ1

8,080千t
カテゴリ11  販売された製品の使用

7千t

カテゴリ12  販売された製品の
廃棄後の処理

28千t

スコープ2 35千t

6,029千t (42.3%)
自社以外の排出

スコープ3 下流

8,173千t (57.3%)

5,215千t
カテゴリ1  購入した物品・サービス

650千t
カテゴリ2  資本財

78千t

カテゴリ3  スコープ１、２に含まれない
燃料およびエネルギー活動

24千t
カテゴリ4  輸送、配送 (上流)

6千t
カテゴリ5  事業から発生する廃棄物

49千t
カテゴリ6  出張

7千t
カテゴリ7  従業員の通勤

環境

当社は最先端の技術と確かなサービスにより環境問題の解決を目指し、バリューチェーン

全体で生じる環境負荷の把握と、その削減に向けた事業活動を推進しています。

バリューチェーン全体のCO2排出量

 自社以外の排出 (スコープ3) への取り組み (カテゴリ11)
2026年3月期は、CO2排出量の多い製品ポートフォリオの増加に伴い、製品使用時の

ウェーハ 1枚当たりのCO2排出量が相対的に増加したことから、基準期比 1 1%の削減となり

ました。今後は、CO2排出量の少ない製品の展開を強化していきます。

■ 製品のCO2排出削減率の推移 100

55

2320.8 21
0

2031.3
(目標)

2041.3
(目標)

2024.32023.3 2025.32022.3
(基準期)

2026.3

11

 (%)

■ スコープ3 (カテゴリ1) について算出済のお取引先さまの割合

2025.3 2026.3 2027.3
(目標)

2028.3
(目標)

6
24

57

100  (%) 

■ スコープ1、2、3におけるCO2排出量 (2026年3月期)

スコープ 1: 自社が所有または管理する燃料・ガス使用の排出源から発生する温室効果ガスの直接排出
スコープ2: 自社が購入した電気、蒸気、熱の使用に伴う温室効果ガスの間接排出
スコープ3:  スコープ 1、2を除く製品輸送、従業員の業務上の移動、アウトソーシングした主な生産工程など企業のバリューチェーン

からの排出。上流活動 (購入または取得した製品・サービスに関連する排出) と下流活動 (販売した製品とサービスに関
連する排出) に分けられる

 自社の排出 (スコープ1、2) への取り組み
2026年3月期の全社における再生可能エネルギー使用比率は87%となりました。海外拠

点においては開発設備の導入により電力消費量が増加したため、今後は海外での再生可能

エネルギー電力の導入を一層加速していきます。

 自社以外の排出 (スコープ3) への取り組み (カテゴリ1)
購入した物品・サービスにおけるCO2排出量の削減に向けて、当社ではお取引先さまからの

実データの取得に取り組んでいます。説明会や個別面談などを実施し、2028年3月までには

すべてのお取引先さまに対してスコープ3 (カテゴリ1) を算出いただけるよう推進しています。

■ 再生可能エネルギー導入などによるCO2排出量の削減 スコープ1、2合計
CO2排出量 (千t)
再生可能エネルギー
使用比率 (%)

174

90

42 43 47
63

25
0

2019.3
(基準期)

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2031.3
(目標)

2041.3
(目標)

100
91 89 8790

60

2
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環境

 製品開発における取り組み
当社は環境負荷を低減した製品開発に積極的に取り組んでおり、E-COMPASSプログラ

ムを通じて先進的な環境技術の開発をおこなっています。

高アスペクト比のエッチングを実現する新技術クライオジェニックエッチング 
(極低温エッチング)
地球温暖化係数が高いフロロカーボン系ガスの多くをフッ化水素ガスへ
置き換えることで、クライオジェニックエッチング第一世代機と比べウェーハ

1枚当たりのCO2排出量を84%削減 / 電力消費量 43%削減

 業界連携を通じた脱炭素化への取り組み
当社は2022年より国際半導体製造装置材料協会 (SEMI) の半導体気候関連コンソーシ

アム (SCC) に参画しています。気候変動への対応の重要性がさらに高まる中、SCCのメン

バー企業とのコラボレーションを通じて、世界の半導体産業による炭素排出量の削減に取り

組んでいます。また、2024年にはSEMIのエネルギーコラボレイティブ (EC) にも参画してい

ます。ECはアジア太平洋地域におけるクリーンエネルギー導入の推進に取り組んでおり、各

国の政策決定者や関連機関などに対してアドボカシー活動を展開し、さまざまな提言をおこ

なっています。

 物流における取り組み
当社は、物流においてSTW※の採用とモーダルシフトの推進に積極的に取り組んでいます。

■ 物流目標

EC Energy
Collaborative

目標年 対象 目標値 2026年3月期/進捗

2027年3月期 CO2排出量 30%減 26%減

2026年3月期 木枠からSTWへの切り替え 50% 48%

※  お客さまの再生可能エネルギー導入による削減を含む

目標年 対象 目標値 2026年3月期/進捗

2031年 
3月期

スコープ1、2 CO2排出量
70%削減  
(2019年3月期比)

64%減

再生可能エネルギー 
(電力)

使用比率 100% 87%

スコープ3
ウェーハ1枚当たり
のCO2排出量※

55%削減  
(2022年3月期比)

1 1%減

2041年 
3月期

スコープ1、2、3 CO2排出量
ネットゼロ  
(実質ゼロ)

グループ全社での体制の整備
と削減に向けた活動を実施

※  SBT: Science Based Targets。SBTはパリ協定が求める水準と整合した、5年~15年先の目標年として企業が設定する目標

※  STW: Strong Triple Wall。3層からなる強化段ボール
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EVAROS™
消費電力および冷却水やガスの用力使用量の低減などにより、従来装置
TELINDY PLUS™と比較して、ウェーハ 1枚当たりのCO2排出量を 

約25%削減

CLEAN TRACK™ LITHIUS Pro DICE™

従来比で50%以上※1のレジスト塗布起因の欠陥低減とコスト低減

クリーンルーム内のフットプリントの効率: 生産性と環境性能を従来比

25%以上※2向上
※1 当社試算。従来装置のディフェクト性能・薬液消費量との比較
※2 当社試算。従来装置のスループット・フットプリント・用力、排気量との比較

 SBT認定目標
当社は、環境中期目標およびネットゼロ目標に

ついてSBT※の認定を取得し、科学的根拠に基づく

目標の確実な達成に努めるとともに、サプライ

チェーン全体での温室効果ガスの削減に取り組ん

でいます。



環境

 物流における環境負荷低減
東京エレクトロン宮城および東京エレクトロン九州では輸送による環境負荷低減のため、

鉄道へのモーダルシフトを継続して推進しています。また化石燃料からより低炭素な燃料へ

の転換も進めており、一部車両へのバイオ燃料に加え、

液化天然ガスを使用した船舶の利用を進めています。

その結果、2026年3月期は、陸上輸送 (長距離) で転換

可能な路線のフェリー利用率90%以上とするとともに、

EVトラックの活用は年間延べ約800台となりました。
出典: 東京エレクトロンBP

E-COMPASS Logistics & Facility Day 2025

E-COMPASS Logistics & Facility Day 2025をオンラインと会場のハイブリッド形式で実

施し、物流および施設に携わる283名のお取引先さまにご参加いただきました。本イベント

では環境に関する当社の方針やビジョンを共有するとともに、お取引先さまからはEV車の積

極的な導入や当社と共同で進めているSTWなどについてご紹介いただきました。

当社ウェブサイト「生物多様性および森林保全 (TNFD) 」  
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/environment/index.html#tnfd

 サーキュラーエコノミー
当社はパーツの再生利用、超純水の循環使用、廃棄物削減などを通じ、循環社会 (サー

キュラーエコノミー ) の実現に取り組んでいます。

パーツの再生利用

当社は長年のアフターマーケット (保守や修理など) で培った技術を利用し、数多くのパー

ツの再生利用をしており、2025年9月時点での主要3顧客における高周波 (RF) システム再

生利用率※は87%となりました。
※  再生利用率: 特定のパーツにおける再生利用件数/ (再生利用件数＋新品部品の購入件数)

超純水の循環使用

循環使用による超純水の使用量削減と安定運用の実現に向けて、洗浄工程で使用する超

純水※について、装置待機中に配管から排出していた超純水の

95%を回収し、循環再使用するシステムを確立しました。

廃棄物削減

当社は廃棄物削減の取り組みとして、廃棄物排出量の抑制とリサイクルに努めています。廃

棄物の適正管理を目的とした電子マニフェストの運用の他、廃棄物集計状況や設備の現場確

認をおこない、廃棄物量を削減するための施策を実施しています。これらの取り組みの結果、リ

サイクル率はグローバル全体で98.5%となり、2007年3月期より

20年連続で目標とする「リサイクル率97%以上」を達成しています。

※  超純水: 水中の不純物を極めて低いレベルまで除去した、洗浄に適した高純度の水

※  LEAPアプローチ: Locate (発見する) Evaluate (診断する) Assess (評価する) Prepare (準備する) のアプローチ

 自然資本
TNFDへの参画

当社は、2024年3月期に自然関連財務情報開示タスクフォース (TNFD) の理念に賛同

し、TNFDフォーラムに参画しました。TNFDの推奨するLEAPアプローチ※に基づく優先地

域の特定や現状の整理、およびお取引先さまにおける状況や認識を確認するためのヒアリン

グをおこないました。今後、さらなる分析・評価により、内容を随時更新する予定です。

水資源の取り組み

当社は中期経営計画における重要指標の 1つとして水使用量に関する目標を設定し、全社

的な取り組みを進めています。また、東京エレクトロン九州の合志事業所では環境保全活動

として水田涵養をおこない、地下水保全に取り組んでいます。当社は非政府組織CDPの水資

源管理に関する調査において、最高評価であるAリスト企業に選定されました。

超純水の回収

95.0%

リサイクル率

98.5%
(グローバル)
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環境

当社は、気候変動が事業におよぼす影響について「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の4つの枠組みで整理し、想定されるリスクや機会などについて検討をおこない、さまざま

な対応策を講じています。

気候関連財務情報開示タスクフォース (TCFD)※1 提言に関する取り組み

※1 現在は国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）に統合
※2 影響度の評価: 当社内にてリスクや機会の影響度を評価した結果を記載
※3  炭素税: 温室効果ガス排出に伴う増税分はIEA (International Energy Agency: 国際エネルギー機関) のNZEシナリオ (Net Zero Emissions by 2050 Scenario) を参照。

1米ドルを155円で換算
※4  2041年3月期の排出量が2026年3月期と同水準であるとした場合の算定

種類 (シナリオ) リスクまたは機会の項目 発現時期 想定されるリスクまたは機会 当社への影響 影響度の評価※2 当社の対応

移行リスク
(1.5℃シナリオ)

●  低炭素移行に係
るコストの増加

短期 
~中期

●  2041年3月期に31,775円/t-CO2程
度の炭素税※3が課されると想定

● 各国の炭素排出目標/政策の強化
● 電気代/燃料代の高騰
●  グリーン電力/グリーン電力証書単
価の高騰

●  2041年3月期における当社の温室
効果ガス (GHG) 排出量および再
生可能エネルギー使用量が2026
年3月期と同水準であるとすると、
2041年3月期の炭素税は20億円/
年増加

●  輸送費の増加
●  調達価格の増加

Low

●  SBT認定目標に基づく中期環境目標達成に向けた取り組み (省エネ化の推進/再生
可能エネルギー導入の促進) の実践

●  GHG排出量削減の取り組みにより、2041年3月期に想定される炭素税の負担増加
額は、2026年3月期算定※4では60億円削減

● Tokyo Electron Taiwanでの新築建屋における自家消費太陽光発電設備の設置
● EVトラック導入、共同配送や鉄道・船舶輸送化などのモーダルシフト推進

●  低炭素移行に係
るお客さまおよ
び市場からの要
請の変化

短期 
~長期

●  お客さま、投資家さま、求職者、
NGO、地域社会からの評価の低下

●  環境対策の開発における不確実性
●  再生可能エネルギーの導入遅延

●  レピュテーションリスクの増加
● 設備投資・研究開発費の増加
● 売上高の減少
● 規制違反による訴訟や罰金の発生

Low 
~ High

● SBTネットゼロ目標の認定を取得
● E-COMPASSの取り組みにより、中長期環境目標の達成に向けた活動を展開
● 各国で改訂される環境法規制に適切かつ迅速に対応
● TCFDへの賛同と枠組みの活用により、リスクマネジメントを展開
● 統合報告書やウェブサイトなどで上記の活動に関する情報開示を推進

物理リスク
(4℃シナリオ)

●  洪水、土砂災害、
風水害 (大雨・
台風) などの 
異常気象

短期 
~中期

●  当社、お客さま、お取引先さまへの
影響 (サプライチェーンの寸断、生
産・出荷の遅延、操業停止など)

● 調達額の増加
● 売上高の減少
● 保険料の増加

High

● 事業継続マネジメント (BCM) に基づいた事業継続計画 (BCP) の更新と活動の実施
● 取引先BCPアセスメントによるリスク対応の実施
●  風水害 (大雨・台風) などへの全社的な対応基準を整理。全従業員を対象としたウェ
ブ教育の実施、また災害発生に備えた保険への加入

● 被災状況の早期確認と速やかな復旧を目指した調達品生産拠点のデータベース化

● 気温上昇
中期 

~長期
●  気温上昇に伴いクリーンルームなど
における空調装置の稼働増加

● エネルギーコストの増加 Low

●  サプライチェーンにおけるE-COMPASSの取り組みにより、中長期環境目標の達成
に向けた活動を展開

●  サプライチェーン上の気候変動対応、環境規制対応、環境技術革新など最先端の研
究開発をグローバルレベルで推進し、革新的な技術をもつBest Productsをタイム
リーかつ継続的に提供

機会 (共通)

●  環境に関わるオ
ペレーションの
効率化

短期 
~中期

●  生産性の向上 ● エネルギーコストの減少 High
●  社内の環境への取り組み事例を広く募集し、優れた取り組みを「Sustainability 

Award」として表彰
●  E-COMPASSの取り組みにより、サプライチェーンにおける気候変動対応や環境規
制への適応、環境技術革新を推進し、中長期環境目標の達成を目指す

●  グローバルレベルで最先端の研究開発をおこない、革新的な技術をもつBest 
Productsをタイムリーかつ継続的に提供

●  技術革新による
製品・サービス
における付加価
値創出

中期 
~長期

●  GHG低排出製品・サービス開発の
ためのイノベーション、低消費電力
デバイスの製造に寄与する装置や技
術の開発

● 売上高の増加
● レピュテーションの向上

Medium 
~ High 

時間軸 短期 5年以内、中期 2031年3月期、長期 2051年3月期
範囲  当社グループ全体および上流・下流を含むバリューチェーン全体

検討した内容  既存・新規事業に関する現在および新たな規制、技術リスク、法的リスク、
訴訟リスク、市場リスク、評判リスク、急性的・慢性的な物理的リスク

詳細は当社ウェブサイト「TCFD」をご参照ください
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/environment/index.html#tcfd
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※1  RBA行動規範: RBA (Responsible Business Alliance) が、エレクトロニクス業界のサプライチェーンにおいて、労働環境が安全
であること、労働者が敬意と尊厳をもって扱われること、製造プロセスや調達が与える環境負荷に対して企業が責任をもってい
ることを確実にするために規定した基準

※2

RBAの監査基準に基づく当社の適合および人権リスクの分類と定義は以下のとおりです
適合: 各分野について、課題は認められず要件に適合している状態にある
不適合: 要件を満たしていない状態にある
N/A: 設問に対して「設問内容が該当しない」と回答されたものを表す

N/A
2% (28件)

不適合
12% (149件)

社内 お取引先
さま

適合
86% (1,096件)

適合
81% (38,466件)

不適合
17% (8,153件)

N/A
2% (750件)

当社は企業の社会的責任を自覚し、高い倫理観に基づいた行動が重要であると考えてい

ます。また人権の重要性と、企業として人権を尊重する責任を認識しています。　

これを踏まえ、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」と、その中で言及されている

「国際人権章典」「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」「国連グローバル・

コンパクトの10原則」および「RBA行動規範※1」を参照し、「東京エレクトロングループ人権

方針※2」を制定しています。

本方針では重要と考える人権項目を5つ定めています。当社では、すべての役員および従

業員に本方針の周知徹底を図るとともに、お取引先さまに対しても本方針に沿った事業活

動の展開を要請しています。また、株主・投資家さまやお取引先さまをはじめとするすべて

のステークホルダーと積極的に対話をおこない、社会からの要請や期待に応えるよう努め

ています。

当社では、サステナビリティ統括部が中心となり、当社グループのサステナビリティマネー

ジャーが出席するサステナビリティグローバル会議において、人権に関する課題や取り組み

内容を共有し、人権尊重の活動を推進しています。また、重要案件についてはサステナビリ

ティ委員会で審議され、CEOが出席するコーポ

レートオフィサーズ・ミーティングで承認されま

す。担当のディビジョンオフィサーは重要案件

の状況や進捗、結果などについて取締役会に

報告し、取締役会はそれを監督しています。

当社ウェブサイト「東京エレクトロングループ人権方針」  
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/human-rights/index.html

人権

当社では、毎年国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、グループ全体および

お取引先さまにおける人権への負の影響 (人権リスク) の特定・評価をおこなっています。そ

の上で、特定された負の影響を防止・軽減するための取り組みをおこない、それらの取り組

みの実効性を追跡・評価し、適切に情報開示をおこなう人権デューデリジェンスを積極的に

実施しています。

■ 2026年3月期の「人権調査」

 人権リスクの特定と是正のアクション
2026年3月期に、国内外の当社グループ 19拠点と資材・人材・通関・梱包などのお取引

先さま707社を対象として、RBAの監査基準に基づく「人権調査」を実施しました。

人権方針と推進体制

重要と考える人権項目

● 自由、平等、非差別
● 雇用の自主性
● 製品安全と職場の安全衛生
● 結社の自由
● 適切な労働時間と休憩・休日・休暇の確保

■ 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」

人権デューデリジェンス

57
TOKYO ELECTRON INTEGRATED REPORT 2026

バリューチェーンの取り組み

Chapter 3
成長を支える基盤

Chapter 4 データセクション
価値創造ストーリー東京エレクトロンについて

Chapter 2Chapter 1

● 方針によるコミットメント
● 人権デューデリジェンス
● 救済

人権を保護する
国家の義務

人権を尊重する
企業の責任

救済への 
アクセス

http://www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/human-rights/index.html


人権リスク 主な課題 是正・緩和
対象拠点数

実施済 
拠点数※ 是正のアクション

労働時間 労働時間の超過 1 1拠点 5拠点
●  労働時間に関する周知徹底
●  週ごとの労働時間管理の実施
●  定期的なモニタリングによる注意喚起と効果の確認

連続勤務 連続勤務日数の
超過 9拠点 4拠点

●  連続勤務に関する周知徹底
●  週ごとの連続勤務管理の実施
●  定期的なモニタリングによる注意喚起と効果の確認

避難訓練 従業員の参加率
100%未達

5拠点 1拠点
●   原則参加への意識づけ
●   マネージャーからの参加呼びかけ
●   不参加者へのフォロー対応

夜間避難
訓練

日没後の避難訓
練が未実施

8拠点 4拠点 ●   暗闇の状況を想定した訓練の計画と実施

■ 社内: 優先度の高い人権リスクと是正のアクション

■ 「人権調査」から特定した主な人権リスク

■ お取引先さま: 優先度の高い人権リスクと是正のアクション

※1 是正・緩和対象のお取引先さまのうち、個別に改善要請 (改善計画の立案と実施) をお願いしたお取引先さま数
※2  2026年6月時点

※ 2026年6月時点

児童労働

応急処置要員
生活賃金

先住民の権利 AIの活用

結社の自由/団体交渉権

救済へのアクセス

移住労働者 ジェンダー

職場の
安全衛生 避難設備/

個人用保護具

差別
個人情報保護

避難訓練/
夜間避難訓練

避難訓練/
夜間避難訓練

ハラスメント
連続勤務

連続勤務

強制労働/
債務労働 労働時間

深
刻
度

不適合率当社 お取引先さま

応急処置要員

差別

労働時間

救済へのアクセス

人権

企業における人権尊重の取り組みでは、人権侵害を受けた人が確実に救済へアクセスで

きることが極めて重要です。当社は守秘性・匿名性の確保や報復・不利益取り扱いの禁止

に配慮した信頼性の高いグリーバンスメカニズム (苦情処理メカニズム) を構築し運用して

います。従業員やお取引先さまなどステークホルダーからの声に誠実に向き合い、迅速かつ

適切に対応するとともに、人権に特化したグリーバンスメカニズムの定着を図り、救済への

アクセスを提供していきます。

 実効性の評価
当社では、特定された人権リスクの防止・軽減に向け、是正のアクションの実行前と実行

後の状況を確認することで、その実効性を検証しています。実効性が十分でない是正のアク

ションについては、内容の見直しをおこなうことで改善に努めています。

「人権調査」の結果から、深刻度と不適合率の観点より以下のとおり優先度の高い人権リ

スクを特定しました。特定したリスクについてはサプライチェーン全体で負の影響を防止・軽

減するため、是正・緩和計画の立案と改善に向けた取り組みを実施しています。

当社ウェブサイト「人権デューデリジェンス」
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/human-rights/index.html#dd

救済

人権リスク 主な課題 是正・緩和
対象社数※1

実施済 
社数※2 是正のアクション

強制労働/
債務労働

●  雇用関連費用の労働者
負担

●  方針・手順の整備
1 1社 9社

●  雇用関連費用の支払い、運用の構築
●  方針の制定

労働時間
●  週当たり労働時間の超過
●  連続勤務日数の超過

7社 4社

●  労働時間に関する周知徹底
●  週ごとの労働時間管理の実施
●  定期的なモニタリングによる注意喚起と効果
の確認

避難訓練/
夜間避難
訓練

●  避難訓練未実施
●  全員参加要件への対応
●  日没後の避難訓練未実施

26社 1 1社
●   避難訓練計画作成 (全員参加要件を含む)
●   消防署との連携
●   日没後訓練の実施、夜間避難に関する教育実施

救済への 
アクセス

●  通報窓口の設置と運用
手順の確立

● 匿名通報の受付
7社 5社

●   窓口の設置
●   運用手順書の整備
●   匿名通報の受付開始
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サプライチェーンマネジメント

当社は、健全で持続可能なサプライチェーンを構築するため各国の法令、社会規範および

RBA行動規範に基づいた調達方針を策定し、お取引先さまとともに本方針にもとづく活動を

実践しています。

また、資材の調達先、人材派遣・請負会社、通関関連業者を含む物流業者、施設管理会社

など、パートナーとして当社事業を支えるお取引先さまとの信頼関係の構築に努めています。

お取引先さまとの継続的なコミュニケーションを

通じて、労働、安全衛生、環境、倫理などのあら

ゆる観点からサプライチェーンにおける課題を

確認しています。これらの課題は、CEOによる監

督のもと関連部門で共有し、改善策に取り組ん

でいきます。今後も、グローバルスタンダードに

準拠したオペレーションをお取引先さまと協働

で展開することで、サプライチェーンにおける価

値創造に努めていきます。

当社ウェブサイト「サプライチェーンマネジメントについての考え方と体制」   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/index.html

当社ウェブサイト「責任ある鉱物調達」   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/index.html#minerals

当社ウェブサイト「調達BCP」   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/index.html#bcp

 責任ある鉱物調達
当社は、人権侵害や労働問題を引き起こす要因となっている不正な方法により採掘・採取

された鉱物調達への対応を企業の社会的責任であると捉え、責任ある鉱物調達調査をおこ

なっています。2026年3月期は3TG (タンタル、スズ、タングステン、金) とコバルトを対象

鉱物として、12回目となる調査を実施しました。紛争非関与と判定する根拠の 1つである

RMAP※準拠製錬所は293社特定することができました。また、不正な方法で採掘・採取さ

れた3TG、コバルトを使用した調達品は確認されませんでした。

 調達BCP
当社はBCPの一環として、お取引先さまとともに継続的な災害対策活動に取り組んでいま

す。具体的には地政学リスクなどさまざまなリスクに備え、主要部品や材料などの供給元を

複数化するとともに、リスクの低い部品・材料の採用と開発を共同で推進することにより、安

全性と柔軟性の高いサプライチェーンを構築しています。また複雑化するサプライチェーン

を適切に把握するため、ITシステムを活用しサプライチェーンの可視化を進めるとともに、お

取引先さまを対象にBCPアセスメントを実施し、その結果を分析・フィードバックし改善活動

につなげることでリスクの低減に努めています。

 RBA推進プログラム
2015年にRBA (Responsible Business Alliance) へ加盟し、RBAが定める行動規範の遵

守に努めています。お取引先さまにもRBA行動規範への理解と遵守を求め、年間を通じた

RBA推進プログラムに取り組むことで、リスクの低減や課題の解決を図っています。

同意書の取得

当社では、サプライチェーンにおけるすべての人々が自由な意思に基づいて労働すること

を確実にするため、強制労働や債務労働を一切許容しないことを「東京エレクトロングルー

プ人権方針」に明記しています。また、お取引先さまとともに確実に取り組みを進めるため、

労働者の権利を尊重する「RBA行動規範」の遵守を確認する同意書への署名をお願いしてい

ます。

調査結果についてはお取引先さまへ共有し、調査の精度向上とRMAP認証を取得した製

錬所への切り替えを要請するとともに、今後もデューデリジェンス活動を実施していきます。
※ RMAP: Responsible Minerals Assurance Process

サプライチェーンマネジメントについての考え方と体制

公正な取引

情報管理

環境優先

パートナー
シップ

調達方針

法令遵守 
RBA行動規範
の遵守

サプライチェーンにおける取り組み
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TELサプライチェーンサステナビリティアセスメント (TSSA)

1. アセスメントの実施

お取引先さまの潜在的なリスクを評価するため、RBA監査基準を基に当社が重要と判断

した主要項目で構成した「TELサプライチェーンサステナビリティアセスメント (TSSA) 」を年

1回実施しています。2026年3月期は資材の調達先、人材派遣・請負会社、通関関連業者を

含む物流業者、施設管理会社などのお取引先さま計707社を対象にTSSAを実施し、すべて

のお取引先さまから回答をいただきました。また、人権デューデリジェンスの一環として「人

権の尊重」に関連する項目を追加し、人権に関する取り組み状況についても確認しました。

2. アセスメント結果と是正対応

お取引先さまの回答内容を「Low Risk」「Medium Risk」「High Risk」の3段階で評価し、

お取引先さまへ個別にフィードバックするとともに、確認されたリスク項目について是正を要

請しています。特に当社が優先取り組み課題として設定した項目に不適合があった場合は、

優先的に是正を進めるようお願いしています。2026年3月期は、Low Risk 88.8%、

Medium Risk 1 1.2%の結果となり、High Riskは確認されませんでした。

3. モニタリングの強化

特定の課題にリスクが認められたお取引先さまについてはモニタリングを強化し、改善活

動を支援しています。2026年3月期は48社を選定し、ヒアリングなどのコミュニケーション

を通じて是正計画、是正内容および完了状況を確認しました。

キャパシティビルディング

TSSA開始時には説明会を実施し、RBA行動規範に関する解説や好事例の紹介をおこなう

ことで、お取引先さま各社での取り組みを支援しています。これによりお取引先さまの理解

向上と自律的な改善を促進しています。

当社におけるRBA展開

当社では、主要製造拠点を対象にRBAが提供するオンラインツールを用いてRBA SAQ 

(Self-Assessment Questionnaire) を毎年実施し、潜在的なリスクや取り組み状況を確認

するとともに、課題が判明した場合は是正を推進しています。2026年3月期からは対象を本

社およびグループ会社へ拡大し、グループ全体でRBA行動規範の遵守に向けた取り組みを

強化しています。

さらに主要製造拠点では、RBAの第三者監査 (RBA VAP) を継続的に受審しており、

2024年3月期から2026年3月期にかけて受審したすべての監査において、プラチナ認証を

取得しました。

当社は、これらの取り組みを継続的に実施し改善を重ねることで、事業リスクの低減と強

固な事業基盤の構築を図ります。さらに、競争力の向上と社会課題の解決への貢献を通じ

て、すべてのステークホルダーからの信頼を獲得し、企業価値の向上に寄与していきます。

当社ウェブサイト「RBAの展開」   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/rba/index.html

サプライチェーンマネジメント

当社ウェブサイト「サステナビリティの展開」   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/index.html#sustainability

同意書の取得 1.  アセスメントの 
実施

3.  モニタリングの
強化

2.  アセスメント 
結果と是正対応

キャパシティビルディング
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会社名 事業所 取得年月 スコア ステータス※

東京エレクトロン テクノロジー 
ソリューションズ 

本社、穂坂
2023年7月 200 プラチナ

2025年8月 200 プラチナ

東北 2025年11月 200 プラチナ

東京エレクトロン九州 本社 2025年3月 200 プラチナ

東京エレクトロン宮城 本社 2025年4月 200 プラチナ

※  プラチナ: 200点満点、ゴールド: 180 ~ 199点、シルバー: 160 ~ 179点、それ以下は認定対象外

http://www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/index.html#sustainability
http://www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/supply-chain-management/rba/index.html


当社では、経営理念として安全第一の考え方を明文化しています。

社会的責任を果たす企業として、「Safety First」のスローガンのもと、開

発・製造・輸送・据付・メンテナンスなど各種の業務遂行において、経営

層から現場担当者まですべての人が安全を最優先事項としています。

当社では、全従業員に対して、「基礎安全教育」を実施しています。

加えて、製造現場やクリーンルームで作業するエンジニアは、専門性の高い「上級安全教育」

を入社時に受講しています。「上級安全教育」は毎年内容を刷新し、更新教育を実施しています。

また、新たな取り組みとしてデジタルサイネージによる

安全キャンペーンを実施しています。さらに、各拠点の

ホールやエントランスに設置したディスプレイでは、当社

で発生した事故やニアミス・ハザードの事例を紹介し、安

全意識の向上を図っています。

安全

当社は、開発段階から製品のライフサイクル全体を見据えたリスクアセスメントを実施し、

その結果を設計に反映することで、製品の本質安全設計※1を進めています。また、国際的な

安全規格やSEMI Standards※2に基づき、当社から出荷する装置は第三者審査機関による

適合確認をおこなっています。さらに装置を納入する各国・各地域の法規制にも適切に対応

し、高品質かつ安全な装置を提供することで、お客さまとの信頼関係を構築しています。
※1 本質安全設計: 機械の設計を工夫することにより、機械が人に危害をおよぼす原因そのものを取り除くこと
※2  SEMI Standards: 半導体製造装置、フラットパネルディスプレイ製造装置、材料メーカーなどに貢献する国際的な業界団体で

あるSEMIが、これらの国際工業規格の統一を目的に定めた規格

※1  重点管理人身事故: 当社において再発防止に特化している事故。高所や開口部、重量物取り扱い時の事故、化学物質への曝露、
装置駆動部との接触など、身体に深刻な影響をおよぼす可能性のある人身事故が対象

※2  TCIR: Total Case Incident Rate。労働時間20万時間当たりの人身事故発生率

事故が発生した際には事故報告システム (TIRS※) を用いて、経営層を含む当社グループ

全体の安全関係者と速やかに情報を共有しています。事故対応や再発防止策の実施状況は

当該部署が主体となって確認し、その結果を経営者が出席する会議で報告します。報告内容

については安全衛生委員会などを通じすべての従業員に共有されます。

当社では、ストップワークの再教育と現場巡視の強化により、重点管理人身事故の防止に

注力しています。2026年3月期には、重点管理人身事故※1は前期比で63%減少しました。

また、報告件数が最も多いエルゴノミクス関連事故に対しては、AIを活用した姿勢解析ソ

フトを導入し、再発防止対策を進めています。身体に負担を強いる50種類以上の作業を対

象に原因を分析し、グループ各社でおこなわれている類似作業については、作業姿勢の適正

化や負荷の軽減など、最適な対策を展開することで、TCIR※2は0.22を達成しています。

※ TIRS: TEL Incident Reporting System。事故発生後24時間以内に初期報告され関係者に共有されるシステム

化学物質への曝露

2021.3

25%

2022.3 2023.3 2024.3 2025.3 2026.3

重量物作業
高所作業/開口部 感電/爆発駆動部挟まれ

10%

45%

63%

ハザード表示例

Safety First

エルゴノ
ミクス
33%

転倒
25%

ぶつかり
18%

化学物質への曝露
2%

重量物作業
6%

切れ
6%

高所作業/開口部
5%

交通事故
2%

感電/爆発
1%
その他
2%

2026年
3月期

安全についての考え方

安全教育

製品の安全

事故発生時の対応

活動の成果と新たな取り組み

■ 人身事故種別割合■ 重点管理人身事故増減率
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従業員一人ひとりが、品質保証活動を正しく理解し実践するためには、達成すべき目標を

明確に定義し、それを広く浸透させる環境の整備や文化の醸成が重要です。当社は、品質保

証のあるべき姿を明確にした上で「品質についての考え方※1」と「品質方針※2」を策定し、達

成すべき品質指標を設定しています。これらの方針や考え方をもとに、品質の重要性を従業

員に継続的に発信することで、目標の共有と意識の定着を図っています。さらに、品質に関す

る規程や教育について適宜見直しをおこなうとともに、さまざまな教育プログラムを通じて、

従業員一人ひとりの品質に対する意識の向上に努めています。新入社員を対象に基礎的な

品質教育をおこなう他、全従業員を対象とした継続的な業務改善教育も実施しています。ま

た品質情報の見える化を進めることで、従業員が常に自身の役割と目的を明確に認識し、

日々の業務の中で主体的な品質活動を実践できる体制を整えています。これにより、製品の

品質トラブルに対する未然防止を一層強化しています。加えて、従業員がさまざまな場面で

相互に品質確認を徹底し、業務プロセスの継続的な改善に取り組むことで、事業の持続的な

成長につなげています。こうした取り組みを通じて、お客さまの期待を上回る高品質の製品

やサービスの提供を実現しています。

また、各製造拠点ではこのTMおよびTGを基盤とした品質マネジメントシステムを構築し

ており、国際規格ISO 9001:2015を取得しています。さらに、内部監査および第三者機関に

よる監査を重ね、PDCAサイクルを効率的に運用することで、品質マネジメントシステムの継

続的な改善活動に取り組んでいます。グループ各社の品質保証部門では、前期の実績をもと

に毎年品質に関する目標を設定し、達成状況の定期的なレビューをおこなっています。具体

的には、お取引先さまからの納入部品の不適合数をモニタリングし、不良率をKPIとすること

で毎月の進捗状況を確認するとともに、前期に発生した納入部品の不具合件数をもとに削

減状況を評価しています。

さらに、自工程保証※ 1により、品質のリスクマネジメントや開発・設計審査を厳密に実施

し、シミュレーションを用いた顧客運用の事前検証を徹底しています。この取り組みにより、

各工程の精度を高め、手戻りによる対応コスト※2の低減に取り組み、上流工程における従業

員の高付加価値業務への注力を可能にするShift Left (フロントローディング)※3を推進して

います。具体的には、開発・設計プロジェクトごとにリスク抽出する設計プロセスから、リスク

を一元化・共有化する設計プロセスへと移行することで、リスク抽出漏れの防止につなげて

います。また、過去のトラブル事例を踏まえ、新たに想定されるリスクを特定し、それを業務

プロセスへ反映する仕組みを確立することで、革新的な開発の対応力を高めています。

当社では、全社共通の品質方針に基づくルールを、開発・設計・製造・サービスなど主要

業務区分ごとにTELマニュアル (TM)、TELガイドライン (TG) として体系化しています。これ

らのルールは、製造拠点を含む当社グループ全体やお取引先さまと共有し運用されていま

す。共通ルールの遵守は、製品およびサービスの品質確保における基本となることから、本

社の品質統括部門が製造およびサービス拠点を対象に、運用ルールの理解度と運用状況を

定期的に確認しています。加えて、各製造拠点では、お取引先さまへの品質監査を定期的に

実施することで、お取引先さまとともに品質向上における体制の強化に取り組んでいます。

品質
品質についての考え方

品質向上に向けた取り組み

当社ウェブサイト「品質方針」   www.tel.co.jp/sustainability/productivity/value-chain/index.html#acc_1※2 

※1  自工程保証: 各工程で不適合を生じさせない、後工程に流さないことを総合的に進める取り組み
※2  手戻りによる対応コスト: 不適合が生じた際に工程をさかのぼってやり直すためのコスト
※3 当社ウェブサイト「品質」   www.tel.co.jp/sustainability/productivity/value-chain/#shift_left

■ Shift Left (フロントローディング) の取り組み

開発品質 サプライヤー品質 業務効率化

フロントローディング型開発スタイル工数

構想設計

源流段階での
課題解決による
付加価値業務の
創出

詳細設計 試作評価 本格生産 時間

課題抽出の前倒し

当社ウェブサイト「品質についての考え方」   www.tel.co.jp/sustainability/productivity/value-chain/index.html#basic※1 
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デジタルトランスフォーメーション (DX)

業務改革の推進を通じて当社が目指すオペレーティングモデルの特徴は、戦略を現場で

一貫して実行するとともに、業務から得られる情報を適時に経営判断へ反映する循環型の仕

組みにあります。業務のあるべき姿を起点に、業務プロセス、データ、IT、人の役割を一体で

設計・運用することで、環境変化に応じて柔軟に判断・実行できる仕組みを構築しています。

こうした取り組みにより、事業規模の拡大に伴う業務量の増加を人員増加に依存すること

なく、組織全体の効率性と処理能力を高めて生産性を向上させ、事業成長を支える基盤を強

化しています。同時に、社員一人ひとりが能力を発揮し付加価値の高い業務に集中できる新

たな働き方 (New Work Style) の実現に向け、個々の意欲や強みが主体的な行動と成果に

つながる環境を整えることで、「やる気重視経営」を推進しています。また、生産性、業務プロ

セスのリードタイム、工数などの指標を用いて取り組みの効果を把握・管理し、経営会議や

ディビジョンオフィサーズ・ミーティングにおいて進捗や成果を共有・議論しています。整理

された情報は、取締役会における経営の考え方の検討に反映・活用されています。

半導体は経済活動と社会を支える基盤であり、当社を取り巻く市場は今後も拡大が見込ま

れます。当社は、革新的な技術をもつBest Productsと付加価値の高いBest Technical 

Serviceの提供を通じて、企業価値の向上に取り組んできました。持続的な価値創造でさら

なる成長を実現するため、「開発・製造を中心とした高付加価値の創出※」に加え、「経営・

業務オペレーティングモデルの高度化を通じた戦略の実行力の強化」をDXによる変革の2

つの柱に位置づけて、実行しています。

中核機能として、装置開発からサービスまでを一連で捉えたDXソリューション「EpsiraTM」

の開発を推進する体制を構築するとともに、経営企画、業務プロセス改革、デジタル/IT機能

を一体的に統合し、戦略立案から業務変革・実行までを全社の業務部門とシームレスに連携

して推進する体制を整えています。

循環型オペレーティングモデルを経営や業務の中で機能させるため、当社は「データドリ

ブン経営」と「業務プロセス改革」を戦略軸として位置づけています。

データドリブン経営では、グループ全体のデータ基盤を強化し、役割や機能に応じた指標

設計を通じて状況把握および意思決定の質・スピードの向上を図ります。業務プロセス改革

では、全体最適の視点からデジタル技術を活用して業務のあり方を再設計し、標準化・最適

化された業務プロセスによりデータの質と可視性を高め、データドリブン経営を下支えし

ます。

これらの活動が相互に連動することで、戦略と実行の循環を日々の業務に定着させ、開

発・製造をはじめ事業活動全体で高度なデータ活用と業務最適化を実現します。経営目標

に基づくロードマップの策定およびAIや市民開発を含むデジタル技術活用の環境整備をお

こなうとともに、現場での実践を通じて変革を推進し、経営・業務の仕組みの最適化を牽

引することで、継続的な高付加価値の創出と全社的な価値創造を支えています。

戦略と実行の循環を実現するオペレーティングモデル

データに基づく経営と業務プロセス改革

研究開発  P. 29-32 据付・保守サービス  P. 41-44※

詳細は当社ウェブサイト「デジタルトランスフォーメーション (DX)」をご参照ください   www.tel.co.jp/sustainability/dx
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アウトプット
適正化

インプット 
容易化

相互作用

戦略軸

データドリブン経営

目的

● 経営意思決定への貢献
● 実態把握 (＋予測) の早期化
● 変化への対応力と柔軟性の向上

課題

●  データ活用の利便性と管理の両立
●  データ収集と連携

業務プロセス改革

目的

●  高付加価値業務へシフト
●  生産性向上

課題

●  目的に沿った業務整理が不明瞭
●  個別最適化

http://www.tel.co.jp/sustainability/dx


本社の執行役員を委員長とするTELグループ情報セキュリティ委員
会を設置し、グループ全体の情報セキュリティ戦略を策定していま
す。また各社の情報セキュリティ委員会と連携し共通認識をもつこ
とで、グループ全体で統一された情報セキュリティレベルを確保す
るとともに、本社の統括のもと、各種セキュリティ施策を迅速に展
開できる体制を構築しています。

NIST※ 1などの国際標準で定められた要件を参考に情報セキュリ
ティポリシーを策定し、グローバルに展開するとともに、適宜見直
しをおこなっています。併せて、すべての従業員を対象に情報セ
キュリティ教育を継続的に実施し、セキュリティ意識とリテラシーの
向上を図っています。また、本社よりISO/IEC 27001※2認証の取
得を進めており、グループ全体に範囲を順次拡大中です。

情報セキュリティへの脅威からサプライチェーン全体を保護するた
め、お取引先さまに対して定期的に情報セキュリティのアセスメン
トを実施しています。アセスメントで確認された課題については、
お取引先さまとともに改善に取り組むことで、セキュリティ対策の
継続的な強化に努めています。

脅威や技術動向の変化を踏まえ、PCやサーバーのセキュリティ強
化、多要素認証の導入、ネットワークセキュリティの強化など、技
術的対策を継続的に推進しています。また、24時間365日体制で
サイバー攻撃や内部不正などの脅威を監視しています。万が一イ
ンシデントが発生した場合は、速やかに関連部門と情報を共有し、
迅速に対応できる体制を整えています。

製造システムが安全かつ安定的に稼働するよう、製造拠点のセ
キュリティ対策を強化しています。また、お客さまに安心して製
品・サービスをご利用いただけるよう、製品のみならず製造工程
およびフィールドサポートについてもセキュリティ対策を実施して
います。

SMCC※3におけるセキュリティ標準化に向けた取り組みなど、社外
でのセキュリティ活動に参加し、半導体業界や社会全体の情報セ
キュリティレベル向上に貢献しています。さらに、産官学など多様
な組織が参画する社外のセキュリティ団体に加盟し、さまざまなセ
キュリティ情報の共有をおこなっています。また、当社の情報セキュ
リティを支える新たな人材の採用と育成にも積極的に取り組んで
います。

※1 NIST: National Institute of Standards and Technology。米国立標準技術研究所
※2 ISO/IEC 27001: 情報セキュリティマネジメントシステム (ISMS: Information Security Management System) の国際規格
※3  SMCC: Semiconductor Manufacturing Cybersecurity Consortium。半導体業界の国際団体であるSEMIの中でサイバーセ
キュリティ強化を検討するコンソーシアム

詳細は当社ウェブサイト「情報セキュリティ報告書」をご参照ください   
www.tel.co.jp/sustainability/management-foundation/security/index.html#report

情報セキュリティ
当社が継続的かつ確実に事業を展開していくためには、安全・安心にデータを活用できる環境の整備が欠かせません。そのため、情報セキュリティの確保を経営上の重要課題と位置づけ、お

客さまやお取引先さまの情報および先端技術に関する機密情報の保護を継続的に強化しています。さらに、サプライチェーン全体の安定的な稼働を担保するため情報セキュリティの強化に努め

ています。

■ 主な活動

情報セキュリティ 
体制

セキュリティに対する
脅威への対応

情報セキュリティ 
マネジメント

製造拠点や 
製品における 
セキュリティ

サプライチェーン 
セキュリティ

社外活動と 
情報セキュリティ人材

の強化
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リスクマネジメント

当社グループでは、半導体を取り巻く地政学や市場変化などのさまざまなリスクに適切か

つ迅速に対応するとともに、持続的な成長を実現すべくリスクマネジメント体制を構築してい

ます。事業を遂行する上で直面しうるリスクについて、将来を見据えて十分に検討をおこな

い、その影響を最小化するだけでなく、それらを事業機会として捉え、適切に対応することが

社会から信頼される企業であるために不可欠であると考えています。

グループ全体でより実効的な活動を推進するため、コーポレートリスクマネジメント推進

室 (CPRO) を本社のコーポレート企画本部に設置し、エンタープライズ・リスクマネジメン

ト※をさらに推進しています。

当社グループにおけるリスクマネジメントに関する活動については定期的に監査役および

取締役会に報告しており、取締役会は、各リスクオーナーを中心に実行されるさまざまな取

り組みを監督しています。また、取締役会による監督に加え、当社グループはRBAが認定す

る第三者機関によるVAP (Validated Assessment Program) 監査を定期的に受審し、リス 

クマネジメントを含む管理・運用体制について外部評価を受けています。

さらに、グループ全社を対象としたBCPの見直しや運用改善にも継続的に取り組んでお

り、緊急時における事業継続対応を実行するための実践的な能力の向上を図るため、定期

的にBCP訓練や防災訓練などを実施しています。

加えて、リスクマネジメント活動においても積極的にDXの推進をおこなっており、デジタル

技術を活用したダッシュボードを導入しています。これにより、グループ全社におけるリスク

評価やリスク対応策の可視化、および各オーナーと各担当所管部門間でのグローバルかつ

横断的な情報連携を実現しています。

今後も、自律性および実効性の高いリスクマネジメントの実践を目指し、主要な 16のリス

ク項目に対して各オーナーが主体となり、グループ全体のリスクマネジメントを一層強化する

活動を展開していきます。

詳細は当社ウェブサイト「リスクマネジメント」をご参照ください   www.tel.co.jp/about/riskmanagement/

※ エンタープライズ・リスクマネジメント: リスクマネジメント活動に関する全社的な仕組みやプロセス

優先度の高いリスクの可視化
(リスクマップ)

当社評価基準に基づくリスク分析
(影響度と発生可能性)

影響度

5 Critical

4 Major

3 Moderate

2 Minor

1 Insignificant

発生可能性

5 Highly Probable

4 Probable

3 Possible

2 Remote

1 Improbable

リスクマネジメントの考え方

リスクマネジメントの体制と実行
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■ リスクの評価方法

影
響
度

発生可能性

High

Low High

リスクオーナーによる 
主要なリスクの評価

グループ会社による
リスクの評価

全社単位の整合確認と 
取り組み状況の評価

本社評価 グループ会社評価 全体レビュー

●  主要なリスク項目に対してリ
スクオーナーがリスク評価を
実施

●  特定された主要なリスク項目
はリスクマネジメント委員会
において報告・議論

●  総合的に優先度の高いリスク
領域を特定し、本社経営陣に
報告

●  優先度の高い領域はリスク
オーナーとCPRO協働で対応
策の検討および実施を推進

●  国内・海外グループ会社でリス
クの評価をおこない、現場のリ
スクを分析

●  グループ会社の経営陣に対し
て分析結果を報告、各社リスク
オーナーが対応状況をレビュー

http://www.tel.co.jp/about/riskmanagement/


項目 想定される主なリスク

1 市場変動 半導体市場の急激な縮小による過剰生産および在庫の増加。急激な需要の
増加への対応不能による販売機会の損失

2 研究開発 新製品の投入遅延や、お客さまのニーズとの不一致による製品競争力の
低下

3 地政学
グローバルな地政学的対立や地域紛争、各国・各地域の安全保障政策、
産業政策などによるサプライチェーンの停滞やマクロ経済環境の悪化によ
る事業活動の制約

4 調達・生産・供給
お取引先さまの供給能力を上回る需要の増加、法改正や労働人口減少によ
る部品調達の停滞、国内外の物流網の逼迫、自然災害による生産停止など
に起因する製品の供給遅延

5 安全 当社製品の安全性に関する問題や、重大な人身事故の発生による損害賠償
および社会的信用の低下

6 品質 製品不具合の発生による損害賠償や対策費用の発生および当社グループの
ブランドへの信頼低下

7 環境対応
各国・各地域の気候変動政策や環境法令への不適切な対応による追加対
応費用の発生、製品競争力や社会的信用の低下および課徴金・損害賠償
の発生

8 リーガル 事業を展開する各国・各地域の法令・規制への抵触による業務停止・制限、
社会的信用の低下および課徴金・損害賠償の発生

項目 想定される主なリスク

9 知的財産 独自技術の専有化不足による製品競争力の低下および第三者が保有する知
的財産権の侵害による生産・販売の制約や損害賠償の発生

10 情報セキュリティ
当社・お取引先さまに対するサイバー攻撃や内部不正に伴う情報漏洩など
による技術的優位性の棄損、業務の停止、社会的信用の低下および損害賠
償の発生

11 人材
必要な人材の継続的な採用・維持が困難になり、多様な価値観・専門性を
もった人材が活躍できる環境整備ができないことによる製品開発力や顧客
サポートの質の低下

12
感染症・自然災害 
など

全世界的または一部の地域で大規模な感染症や自然災害、テロなどが発生
し、当社役員・従業員などやその家族の安全が脅かされ、各国間の移動が
制限されることで発生する事業活動への影響

13 ファイナンス
国際情勢や金利変動などの要因で急激な為替変動が発生することによる業
績への影響。各国・各地域の税法などに関して各国当局との解釈の相違に
よる追加の税負担の発生

14 M＆A

買収対象企業や事業に対するデューデリジェンスまたはPMI (ポスト・マー
ジャー・インテグレーション) が不十分なことによる企図した成果を実現で
きない。また、潜在的なターゲットを競合に先に買収されることなどによる
競争力への影響

15 IT＆オペレーション
基幹システムにおける大規模な障害の発生によるビジネスへの影響。デジ
タル化や業務プロセス改革の遅延による成長分野・新規制への対応の非効
率化

16 拠点展開
世界的な新規ビジネスの増加に対するグローバル拠点戦略の検討や計画の
実行遅延などによる新規拠点の展開や既存拠点の強化・統制の非効率化

リスクマネジメント

リスクについてはリスクの評価方法を用いて毎期見直しをおこなっており、主要な16のリスク項目は以下のとおりです。

主要な16のリスク項目
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当社は業界のリーディングカンパニーとして、企業倫理およびコンプライアンスを重要な

価値観と位置づけています。

当社では、グローバル企業として求められるコンプライアンスプログラムを効果的に推進

するため、本社にチーフ・コンプライアンス・オフィサー (CCO) や専任部署であるコンプラ

イアンス部を設置しています。また、海外の主要拠点においてはコンプライアンス担当責任

者を任命し、CCOおよびコンプライアンス部に直接報告する体制を構築することで、グロー

バル全体でのコンプライアンス体制の強化を図っています。

報告

調査/是正依頼

進捗・結果報告
関連部門など

法務コンプライアンス
ユニットGM

チーフ・コンプライアンス・
オフィサー

報告者/
相談者 フォローアップ/救済

進捗・結果回答

通知

通報/相談

報告/相談

社外窓口
(弁護士事務所)

通報/相談

進捗・結果回答

通報/相談

進捗・結果回答
フォローアップ

第三者提供のシステム

社内窓口

法務・
コンプライアンス
部門など※

 企業倫理およびコンプライアンス
当社は、企業倫理およびコンプライアンスのより効果的な浸透・推進を目的に、当社グルー

プの行動規範として「東京エレクトロングループ倫理基準」を制定し、倫理委員会を設置して

います。

2026年2月には、当社グループの取締役および従業員を対象に倫理基準に関する教育を

実施し、遵守誓約を取得しました。この教育では、CEOからのメッセージを含め、高い倫理観

をもち、自らが会社の成長を支える一員であることを改めて認識するとともに、倫理基準の

遵守が社会的責任の遂行および持続的な発展の実現に不可欠であることを伝えています。

 贈収賄防止および競争法に関する取り組み
倫理基準「贈収賄および腐敗行為」に明記されているように、当社はいかなる状況におい

ても、場所や理由を問わず、いかなる相手に対しても賄賂※を提供しません。また、「公正か

つ自由な競争」に基づき、公正で自由かつ競争力のある市場環境下での事業展開を追求し、

違法な反競争的活動をおこないません。

当社グループでは、「贈収賄・腐敗防止に関する基本方針」および「競争法コンプライアン

スに関する基本方針」を制定し、その実践に努めています。

 内部通報制度
当社は、従業員が安心、安全に職制以外のルートで情報提供および救済を求められるよ

う、法令または企業倫理に反する行為もしくはその可能性のある行為について通報・相談で

きる内部通報制度を確立しています。本制度では、「守秘・匿名性の確保」、「報復行為およ

び不利益取り扱いの禁止」を徹底し、コンプライアンス違反行為に関与した従業員などが自

ら通報・相談をおこなった場合には、懲戒処分などを減免できる「社内リニエンシー制度」を

導入しています。これにより、積極的な情報提供を促し、問題の早期発見・解決につなげて

います。

コンプライアンス

当社ウェブサイト「贈収賄防止および競争法に関する取り組み」 
www.tel.co.jp/about/compliance/index.html#compliance05

当社ウェブサイト「コンプライアンスの考え方」   www.tel.co.jp/about/compliance/index.html#compliance01

コンプライアンスの取り組み

■ グローバル内部通報の対応基本フロー

コンプライアンスの考え方

コンプライアンス体制

※  賄賂には現金、交際接待、ギフト、会社施設への訪問に関連するツアー、旅行への招待、健康管理サービス、雇用、性的サービス、
寄付やスポンサーシップを装った支払も含まれます。

※  会社から指定された通報対応従事者
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■  主な活動

対話の 
機会※1

IR活動

●  機関投資家さま向け個別ミーティング 
国内投資家223件、海外投資家359件、証券会社カンファレンス332件、 
国内ロードショー※2 8件、海外ロードショー 35件、当社主催スモール2件、 
その他※3 45件　計1,004件 (うち経営層同席70件)

●  工場・施設見学会5件 (うち海外研究所見学会1件)

SR活動 ● 機関投資家さま向け個別ミーティング25件

情報の 
提供

決算説明会
中期経営計画説明会
IR Day

●   同時通訳を活用した配信
● 説明会から1営業日以内のアーカイブ配信、2営業日以内の質疑応答集の開示

定時株主総会
●  招集通知のウェブサイト掲載や早期発送
● プレゼンテーション資料、質疑応答集の開示

資料の 
開示 IR関連

●  有価証券報告書、半期報告書、統合報告書、データブック (各年1 回)
●  決算短信、決算説明会資料、Investors’ Guide (各年4回)

この内部通報制度では、お取引先さまや退職者も利用可能な第三者機関のシステムを活

用した、グローバル統一の社内窓口「TELグループ倫理・コンプライアンスホットライン」お

よび弁護士事務所に直接相談できる社外窓口を設置し、運用しています。社内窓口は、電話

や専用サイト経由で24時間365日利用可能であり、従業員が使用するすべての言語に対応

しています。

これらの窓口に寄せられた通報・相談には真摯に対応し、社内規程に則って調査を実施し

ています。コンプライアンス違反が認められた場合、就業規則に基づく処分や職場環境の改

善など、必要な是正措置および再発防止策を講じています。

2026年3月期に内部通報窓口に寄せられた通報・相談件数は193件、そのうちコンプライ

アンス違反と認定された事案は19件 (立件・起訴された事案０件) でした。主な内容は、ハ

ラスメントを含む職場環境に関するもので、これを受けてハラスメント防止を目的とした定期

的な教育を実施するとともに、当事者および関係者へのフォローアップを徹底しています。

その一方で、2026年3月期の台湾でのインシデントを踏まえ、全従業員に対する情報セ

キュリティ教育や実践的なワークショップを実施するなど、全社的な体制強化や従業員のリテ

ラシー向上に取り組んでいます。

職場環境
72件

パワーハラスメント
40件

安全/環境 15件

会社財産の不正使用 2件

情報セキュリティ/知的財産 9件

その他
36件

2026年
3月期

● マネジメントや職場内の
コミュニケーションに関する相談 など

● 業務上の改善提案
● 業務に直接関連しない相談 など

贈答/接待 1件

セクシャルハラスメント 9件

その他ハラスメント 9件

コンプライアンス 資本市場との対話
当社では、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、経営層が率先してIR 

(Investor Relations)・SR (Shareholder Relations) 活動に取り組んでいます。

IR活動においては、四半期ごとの決算説明会や中期経営計画説明会、IR DayにCEOおよび各

担当役員が登壇し、事業戦略や成長ストーリーをステークホルダーの皆さまや機関投資家さま

に共有しています。また、当社では投資家さまとの深い議論を促進するためIR専門部署を設置

し、対話を通じていただいたご意見を経営層へフィードバックすることで、企業価値向上につな

げています。2024年3月期にはニューヨークにIR分室を開室して北米地域における投資家さま

との対面での対話の機会を増やし、当社をはじめとする日本の半導体製造装置業界についての

認知拡大に努めています。なお、投資家さまとの対話を通じて把握した2026年3月期における

関心事項は、市場動向や業績の概況に加え、最先端技術、競争優位性、地政学的リスクでした。

SR活動においても、当社役員を中心に主要な投資家さまや議決権行使助言会社との建設

的な対話に取り組んでいます。株主総会前における議案の説明にとどまらず、年間を通して

コーポレートガバナンス、環境・人権・人的資本を含むサステナビリティへの取り組みなど、

さまざまなテーマに関して対話を重ね、相互理解を深めるとともに、情報開示の充実につな

げています。

両活動を通じて投資家さまとの対話で得られたご意見などは、定期的に経営層および取

締役会に報告しています。
■ 通報・相談内容の内訳

※1 2026年3月期　　※2 ロードショー : 株主・投資家さまを直接訪問するIR活動　　※3  SEMICON West、SEMICON Japanなど
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■ コーポレートガバナンス体制図

■ 指名委員会・報酬委員会の構成と活動状況

監査

社内

社外業務執行組織 (ディビジョンオフィサー/各部門/国内外グループ会社) 

取締役の選解任 監査役の選解任 選解任

経営・監督 監査

業務執行

監査

CSS
 (Corporate Senior Staff) 

指名委員会

報酬委員会

答申

報告
報告

答申

株主総会

連携

連携監督付議・報告 監査

倫理委員会
サステナビリティ委員会　
リスクマネジメント委員会
   情報セキュリティ委員会
輸出取引管理委員会

監査
会計監査人

連携

監査センター

取締役会
社内4名 (うち 1名非執行)、

社外5名社内1名、社外2名

社内1名、社外2名

監査役会
社内2名、
社外3名

CEO
COO

コーポレート
オフィサーズ・
ミーティング

■ コーポレートガバナンスの変遷

指名委員会 報酬委員会

委員の構成

2026年7月1日現在 2026年7月1日現在

委員長　鈴木 ゆかり (社外) 
委　員　篠原 幸弘 (社外) 
　　　　田原 計志 (社内)

委員長　ジョセフ・クラフト (社外) 
委　員　ジェニファー ロジャーズ (社外) 
　　　　田原 計志 (社内)

開催回数  
(2026年3月期) 7回 8回

主な審議内容

●  取締役の選解任に関する株主総会議案
関連事項

● CEOの選解任に関連する事項
●  東京証券取引所が定める独立役員の要
件を満たす取締役候補者

●  CEO等の後継者育成状況に関する監督

● 報酬制度及びプロセスに関する議論
●  中期インセンティブ2025年プランの決定
●  代表取締役のミッション及び個人評価の決定
●  代表取締役の基本報酬、短期業績連動報酬
の決定

●  社内取締役等の報酬決定プロセスの確認
●  役員報酬制度に関する開示及び株主総会議
案の決定

年 社外取締役 (比率)
● 1998 1名 ■ 報酬委員会設置

■ ストックオプション制度導入
● 1999 ■ 代表取締役の個別報酬開示
● 2000 ■ 指名委員会設置
● 2002 2名 ■ 取締役任期2年 → 1年
● 2003 ■ 執行役員制度導入
● 2016 ■ 自己評価開始
● 2017
● 2018 3名 ■ 中期インセンティブ制度導入
● 2019 ■ 報酬委員会委員長: 社外取締役

■ 第三者機関関与開始
● 2020 ■ 社外取締役の株式報酬制度導入
● 2021 4名 (33%) ■ 指名委員会委員長: 社外取締役

■ 株式保有ガイドライン、クローバックポリシー導入
● 2022 3名 (50%) ■ コーポレートオフィサー制度導入

■ 指名委員会・報酬委員会: 社外取締役 過半数
● 2023
● 2024 4名 (57%)
● 2025 5名 (63%) ■ 役員報酬制度見直し
● 2026 5名 (56%)

当社は、取締役会から独立した監査役会による監査機能を確保しつつ、取締役の過半数

を社外取締役とすることで、取締役会の独立性を高め、監督機能を強化しています。また、指

名委員会および報酬委員会を設置して、いずれも委員の過半数を社外取締役とし、委員長も

社外取締役が務めています。さらに、コーポレートオフィサー制度を導入し、適切な権限委譲

により、迅速な意思決定と機動的な業務執行による強い執行体制の整備を図っています。こ

のように、監査役会設置会社の長所を活かしつつ、指名委員会等設置会社の要素も取り入

れた、ハイブリッド型の実効性あるガバナンス体制を構築しています。

■ 制度全般　■ 指名・報酬関係　■ 取締役会実効性評価

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスの枠組みの詳細は、当社ウェブサイト「コーポレートガバナンス」をご参照ください  
www.tel.co.jp/about/cg/

ハイブリッド型のガバナンス体制
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コーポレートガバナンス

各取締役の選任理由の詳細は、当社ウェブサイト 
「第63期定時株主総会招集ご通知」をご参照ください  
www.tel.co.jp/ir/stocks/asm/
m0nu5200000000ij-att/63_01.pdf

取締役、監査役、およびコーポレートオフィサー一覧 (2026年7月1日現在)
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取締役 コーポレートオフィサー監査役

石
い し だ

田 博
ひ ろ し

之
代表取締役副社長
COO
コーポレートオフィサー

七
ななさわ

澤 豊
ゆたか

監査役

遠
えんどう

藤 寛
ゆたか

社外監査役

佐
さ さ き

々木 道
み ち お

夫
社外取締役

(株) SHIFT 取締役会長

河
か わ い

合 利
と し き

樹
代表取締役社長
CEO
コーポレートオフィサー

秋
あきやま

山 啓
けいいち

一
コーポレートオフィサー
専務執行役員

鈴
す ず き

木 ゆかり
社外取締役
セコム (株) 社外取締役

 (株) 三越伊勢丹ホールディングス
社外取締役

松
まつうら

浦 次
つぐひこ

彦
監査役

牧
ま き の

野 あや子
こ

社外監査役
牧野公認会計士事務所 所長

(株) 第一ライフグループ 
社外取締役 (監査等委員)

田
た は ら

原 計
か ず し

志
取締役
取締役会議長

林
はやし

 伸
しんいち

一
取締役
コーポレートオフィサー
専務執行役員
東京エレクトロン九州 (株)  
代表取締役社長

三
み う ら

浦 亮
りょうた

太
社外監査役
弁護士法人三浦法律事務所  
パートナー

ジョセフ・クラフト
社外取締役

Rorschach Advisory Inc. CEO
ソニーグループ (株) 社外取締役
日本電気 (株) 社外取締役

篠
しのはら

原 幸
ゆきひろ

弘
社外取締役

多
た だ

田 新
し ん ご

吾
コーポレートオフィサー
常務執行役員

阿
あ そ

曽 達
た つ や

也
コーポレートオフィサー
常務執行役員

堂
どう

 和
かずひろ

寛
コーポレートオフィサー
常務執行役員

ジェニファー ロジャーズ
社外取締役
アシュリオンジャパン・ホールディングス
合同会社 ゼネラル・カウンセル・インター
ナショナル
(株) 三井住友フィナンシャルグループ 
社外取締役
(株) アシックス 社外取締役

http://www.tel.co.jp/ir/stocks/asm/m0nu5200000000ij-att/63_01.pdf


氏　名
期待するスキル項目

企業経営 半導体市場 製造・開発 営業・ 
マーケティング

財務会計・ 
資本市場との対話

法務・ 
リスクマネジメント

取
締
役

河合 利樹 再任 ● ● ● ●

石田 博之 新任 ● ●

田原 計志 再任 ● ● ● ●

林 伸一 新任 ● ● ●

佐々木 道夫 再任 社外 ● ● ●

ジョセフ･クラフト 再任 社外 ● ●

鈴木 ゆかり 再任 社外 ● ●

篠原 幸弘 再任 社外 ● ● ●

ジェニファー ロジャーズ 新任 社外 ●

監
査
役

七澤 豊 ● ●

松浦 次彦 ● ● ● ●

三浦 亮太 社外 ●

遠藤 寛 社外 ● ●

牧野 あや子 社外 ● ●

8 6 6 6 4 5

企業経営 取締役会の監督機能を果たすとともに、攻めと攻めのガバナンスを実現するためには、企業経営の経験 
(代表取締役、会長・社長経験者) が必要である。

半導体市場 技術革新が速く、市場の変化も活発な半導体製造装置業界において攻めの経営をより一層推進してい
くためには、半導体市場に関する知見が必要である。

製造・開発
技術動向やお客さまのニーズを踏まえた研究開発力を強化するとともに、環境に配慮した効率的な製
造オペレーションを構築していくためには、当社または他の製造業における製造・開発に関する知見・
経験が必要である。

営業・ 
マーケティング 

お客さまの唯一無二の戦略的パートナーとして、最適なソリューションの提案によるお客さまのさらな
る価値創造に寄与するためには、当社または他の製造業における営業・マーケティングに関する知見・
経験が必要である。

財務会計・資本
市場との対話

成長戦略や財務戦略の策定と実行、資本効率の向上、株主還元を通した株主価値のさらなる向上を目指してい
くためには、財務会計、M&Aに関する知見、または、資本市場との対話についての知見・経験が必要である。

法務・ 
リスクマネジメント 

複雑化、多様化するリスクについて、ビジネスの成長の機会として、グループ全体で適切に対応するた
めには、法務、コンプライアンス、リスクマネジメントに関する知見が必要である。

東京エレクトロンのビジョン
は、「半導体の技術革新に貢献
する夢と活力のある会社」です。
私が2025年6月に取締役会

議長に就任して以降、このビ
ジョンの実現に向け、公正で透明な経営をおこなうとともに、変化し続
けるさまざまなグローバルリスクを中長期的な視点で予測し対応する
ことを常に念頭に置いて、コーポレートガバナンス体制の整備・強化
に継続的に取り組んでまいりました。

2025年3月期の取締役会実効性評価において、「会社の成長・将来
の姿に応じた取締役会の役割・目指す姿について監督・執行間で目
線合わせをおこなう」、「当社のガバナンス体制について機関設計を
含めた継続的な議論をさらに深化させる」、「執行人材の後継者計画
の取り組みを加速する」、「コーポレートオフィサー制度の総括をおこ
ない、今後の執行体制の在り方を検討する」の4点が課題・必要な取
り組みとして挙げられました。2026年3月期はこれらのテーマについ
て、取締役会、指名委員会、オフサイトミーティング、また取締役会後
に開催する社外役員とのフリーディスカッションなどさまざまな場で、
議論を進めてまいりました。こうした議論を通して、改善に向けて進
捗が見られたものがある一方で、新たな課題も認識されました。
2027年3月期は、これらの課題認識を踏まえて、東京エレクトロンの
コーポレートガバナンスを次の段階へ進めるため議論をさらに深化さ
せ、具体的な実行に移していきたいと思います。
オープンでフラット、風通しの良い企業風土という当社の強みを、取
締役会においても大事にしながら、オープンでスピード感のある議論
と最善の意思決定により、資本市場からの期待に応え、持続的な成長
と中長期的な企業価値を向上すべく、実効性のある取締役会を実現し
てまいります。

各取締役・監査役が、「グローバルビジネス」「ガバナンス」「サステナビリティ」のほかに、指名委員会

及び取締役会において定めた、以下のようなスキルを発揮することにより、中長期的な利益の拡大と継

続的な企業価値の向上を実現します。

■ 期待するスキル項目の定義及び選定理由

コーポレートガバナンス

田原 計志
取締役
取締役会議長

スキルマトリックス
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このたび、株主の皆さまのご選任により、半導
体製造装置産業で中核的な役割を担うグローバ
ル企業である東京エレクトロンの取締役に就任い
たしましたことを、大変光栄に存じます。
半導体は多くの産業にとって不可欠な基盤であ

り、生成AIや技術革新の進展により、今後ますま
すその意義は高まると認識しております。市場環
境や地政学的変化が続く中、当社がグローバルに
果たす役割は一層大きくなっており、持続的な成
長に向けた取り組みの重要性も増しております。
これまで6カ国で業務に従事し、グローバルな視

点で事業を推進するとともに、多様なチームを率
いてまいりました。その経験から、競争力を維持す
るためには、地政学的・金融的なリスクを的確に
把握するだけでなく、機会を見極め、迅速に変革
を実行することが重要であると認識しております。
こうしたグローバルでの経験に加え、金融業界

における知見および法務・規制対応のバックグラ
ウンドを活かし、当社の持続的成長に貢献すると
ともに、株主およびステークホルダーの皆さまの
期待に応えてまいります。

私は、東京エレクトロン九州に入社以来、20
年以上にわたり塗布現像装置の開発に従事し、ま
た社長就任後も、洗浄装置や3次元実装装置の開
発と生産に携わってまいりました。数多くのチャレ
ンジと失敗を経験しながらも、常にお客さまの期
待に応えることを追求してきました。
イノベーションは、多様なアイデアや悩み、失敗、

経験が組み合わさって生まれるものです。当社に
はそのイノベーションを育むための環境が整って
います。他社にはない豊富な製品ラインアップ、開
発と生産が一体となったものづくり体制、風通しが
良くチャレンジできる企業風土、お客さまのニーズ
や市場の変化に対する高い適応力が強みです。
今後は、取締役会の一員となり、ONE TELとし

ての開発・生産の横連携のさらなる強化、挑戦す
る企業風土の維持・強化、当社の強みを生かし
た数多くの差別化技術の創出などを後押ししてま
いります。
これにより、半導体の技術革新に貢献し、持続

的な成長と中長期的な企業価値向上を実現して
いく所存です。

当社は技術力を重視し、それを半導体製造装
置として具現化することで成長してきた企業です。
長年にわたるお客さまとの強い信頼関係をもと
に、マーケティングをおこない、付加価値の高い
高度な技術革新を継続的に推進してきました。
今後も、半導体市場が成長を続ける限り、当社

は事業領域を半導体に集中し、より難易度が増す
技術革新が求められる分野へ一層注力して、産業
の発展に貢献し、継続的な企業価値の向上を目
指します。
また、人材は当社の最大の資産です。優秀な人

材の確保・育成により一層注力し、一人ひとりが
これまで以上に高い価値創造に貢献できるように
組織体制を整備します。能力開発と成長を支援す
ることで、社員の士気と実行力を高め、お客さま
との信頼の基盤をより強固にし、技術開発の成功
確率を高めていきます。
半導体市場の拡大に伴い技術課題がますます

高度化する中、当社は技術力と人材力を両輪とし
て強化し、持続的な事業成長と社会への貢献を実
現してまいります。

コーポレートガバナンス

石田 博之
新任取締役

林 伸一
新任取締役

ジェニファー ロジャーズ
新任社外取締役
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コーポレートガバナンス

2026年3月期の取締役会の活動を振り返り、アンケートおよび個別インタビューに基づく外部専門家による分析結果を踏まえて、社外役員による意見交換会や取締役会における討議を重ね、

以下のとおり自己評価を実施いたしました。

CEO
● CEOの業務執行状況報告 (毎回)
● CEOミッションの共有

中長期戦略

● 現中期経営計画の振り返り
● 新中期経営計画に向けて
● 中長期の開発戦略
● 米国におけるビジネスの現状
●  資本政策  

(キャピタルアロケーションと株主還元方針)
● DX・AI導入による効果
● 人的資本

サステナビリティ

● SSBJ基準に則った情報開示
● 人権・環境
● サプライチェーンマネジメント
● 知的財産活動

リスク・
コンプライアンス

● リスクマネジメント
● 法務・コンプライアンス
● 情報セキュリティ
● 地政学
● インシデント事案

コーポレート
ガバナンス

● 内部監査に関する報告
● 投資先の状況 (政策保有株式一部売却)
● IR活動の状況
● 指名委員会・報酬委員会の活動状況
● 後継者育成計画の進捗状況
●  取締役会規程、コーポレートオフィサーズ・
ミーティング規程の一部改訂

● 取締役会実効性評価の課題進捗状況
● 代表取締役評価クローズド・セッション

■  2026年3月期の取締役会および 
オフサイトミーティングの主な議題

当社ウェブサイト「当社取締役会の実効性に関する評価結果の概要について」  www.tel.co.jp/news/ir/2026/jir46400000000p6-att/20260529_003.pdf

2025年3月期の課題と進捗状況

課題 対応状況

取締役会の機能と役割
●  会社の成長・将来の姿に応じた取締役
会の役割・目指す姿について、監督・
執行間で目線合わせをおこなう。

●  当社のガバナンス体制について、機関設
計を含め継続的な議論をさらに深化さ
せる。

様々なテーマに関する議論を通じて、取締役会の役割や当社のガバナンス体制について、監督・執行間で
の目線合わせに継続的に取り組んだ。
●  2025年3月期の実効性評価の課題について、取締役会議長がコーポレートオフィサーに対しておこなった
ヒアリングの結果を踏まえ、コーポレートオフィサーズ・ミーティングで議論をおこなった後、取締役会メン
バーによる討議を実施した。

●  オフサイトミーティングにおける中期経営計画の集中討議などを通し、監督・執行間で取締役会が重視す
る監督上の論点について共有した。

●  取締役会終了後に開催するフリーディスカッションにおいて、当日の審議内容をはじめとする様々なテーマ
で意見交換をおこない、アジェンダ設定や議論のポイント等取締役会に関する課題認識を共有した。

●  当社に適した機関設計を検討するべく、複数回にわたって個別会議を開催して、監督と執行それぞれの考
え方を共有し議論を深めた。

執行体制
●  コーポレートオフィサー制度の総括をお
こない、今後の執行体制の在り方を検討
する。 

●  執行人材の後継者計画の取り組みを加
速する。

●  コーポレートオフィサーによるコーポレートオフィサー制度の振り返りを実施し、コーポレートオフィサー
ズ・ミーティングでの戦略的な議論のさらなる充実が必要であるとの認識を共有した。

●  次世代経営人材を中心に構成されるディビジョンオフィサーズ・ミーティングにおいて、CEO参加のもと会
社の経営課題に関する議論等を通じて、執行人材の後継者育成を推進した。

●  社外役員との継続的な協議を通じて、後継者計画の議論が進展し、あらためて指名委員会高度化の必要
性が認識された。

2026年3月期の評価結果の概要と今後の取り組み

評価結果の概要 今後の取り組み

●  取締役会の役割・責務を、総じて高い実効性を担保しながら適切に果た
しており、指名委員会・報酬委員会を含め有効に機能している。

●  外部専門家の分析・評価結果を踏まえ、持続的な成長に向けた会社のあ
りたい姿に照らし、取締役会がどのような機能と役割を担うべきかについ
て継続的に議論していくとともに、執行側においては経営・執行機能のさ
らなる強化を図っていくことが引き続き必要であることを確認した。

●  当社の企業価値向上に向けて、取締役会の戦略的なアジェンダ設定と議
論のさらなる充実を図る。

●  指名委員会の高度化に向けて、取締役候補者選出にあたっての取締役会
との情報共有のあり方等について継続的に改善に取り組む。

●  機関設計をはじめとするガバナンス体制の今後のあるべき姿について、具
体的な議論を継続する。

取締役会実効性評価
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当社では、取締役会の実効性向上を図るため、専用の情報共有ツールを活用し、取締役会の資料を始め、重要な情報を適宜共有す
るとともに、社外役員向けに取締役会の議案について個別の事前説明をおこなう他、必要に応じて個別事案の詳細な説明の機会を設
けるなど、的確な情報共有に努めています。
新任の社外役員には、当社の経営戦略や事業内容について関係部署からの説明の機会を設け (2026年3月期は計10回実施)、当社
への理解を深めていただいています。
また、2026年3月期は、東京エレクトロン テクノロジーソリューションズの藤井事業所・穂坂事業所 (山梨) および東北事業所 (岩手) 
を社外役員とともに訪問しました。製造現場を視察するとともに、現場の従業員との対話の機会を設けることで、半導体製造装置への
理解を深め、取締役会での建設的な議論につなげています。

社外役員への情報提供

当社は、指名委員会活動ガイドラインにおいて、CEOや取締役に求められる資質や適格性 (下図ご参照) やCEOの選解任検討の起点となる事項を定めています。

CEOの後継者育成については、TELサクセッションプランに基づき、次世代経営人材の候補者群を形成し、CEOによる監督のもと、グループ経営にかかわるミッション等を通じて、後継者の育

成に努めています。代表取締役、指名委員、人事担当執行役員等が出席するトップマネジメント レビュー・ミーティングと、指名委員会、取締役会が連携して、具体的な後継者候補人材と育成計

画及びその実行を進めています。なお、CEOは後継候補者となり得る階層の人材育成を進めるものの、後継候補者からの具体的な候補者指名に進む段階においては、その過程に関与しない方

針です。

コーポレートガバナンス

トップマネジメント レビュー・ミーティング

後継者候補群の状況、具体的な後継者候補人材
と育成計画及びその実行状況を確認

各本部ディビジョンオフィサー・各社社長

人事部とともに、各本部の後継者候補の特定と
全社視点での育成を実行

指名委員会

後継者候補人材の能力とレディネス (準備状況) 
を確認、分析、精査

取締役会

指名委員会からの報告に基づき討議をおこな
い、後継者候補育成プランの進捗を適切に監督

CEOに求める資質・適格性

取締役に 
求める資質・
適格性

● 短・中・長期の企業価値増大に貢献する資質・判断力
● 取締役としてふさわしい能力・人格・品格・見識
● 公明正大さ、人望、人徳
● グローバルカンパニーにふさわしい倫理観
● リスクに対する感度と理解力

グループ全体を 
牽引する実現力

実行力を備えた 
強いリーダーシップ

高度な 
マネジメント能力

東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ 
藤井事業所 (山梨) の視察

サクセッションプラン

■ サクセッションプランの体系図
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非業績連動報酬 (社内取締役: 株式報酬型ストックオプション、社外取締役: 株式交付信託)
●  社内取締役
［株式報酬型ストックオプション］
付与数は職責の大きさ等に応じて設定。3年間の権利行使制限期間を設定

● 社外取締役
［株式交付信託］
対象期間 (3事業年度) 終了後に株式を交付

報酬の種類
固定基本報酬 短期 

業績連動報酬
中長期 

業績連動報酬
中期 

インセンティブ 非業績連動報酬

現金 現金 株式報酬型 
ストックオプション 株式交付信託 株式報酬型 

ストックオプション 株式交付信託

社内取締役 ● ● ● ● ●

社外取締役 ● ●

監査役 ●

社内取締役の報酬については、中長期的な企業価値・業績向上との連動性を一層高めるために、以下のような報酬体系としています。

なお、社外取締役の報酬は、「固定基本報酬」及び「非業績連動報酬」で構成され、監査役の報酬は、経営の監査・監督が主たる役割であることを踏まえ「固定基本報酬」のみとしています。

■ 役員報酬制度の概要 (制度の詳細は右表ご参照)

コーポレートガバナンス

役員報酬制度
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■ CEOの報酬構成割合
■ 固定基本報酬　■ 短期業績連動報酬　■ 中長期業績連動報酬　■ 中期インセンティブ　■ 非業績連動報酬

※ 数字は固定基本報酬を1とした場合の構成割合

短期業績連動報酬 (現金)

● 単年度業績に連動
●  支給額の算定方法 (右図) 
［財務を中心とした業績評価］
ワールドクラスの目標達成において重視している連結営業利益率等で評価 

［非財務業績評価］
個人別に設定されるミッション (評価項目) で評価。ミッションには、持続的な成長及び中長期的な企業
価値向上に向けたサステナビリティに関する内容、並びに短期・中期経営戦略目標に対する取り組みに
関する内容を含む

基準額 × 財務を中心とした
業績評価 × 非財務業績 

評価 ＝ 支給額

職責の大きさ等
に応じて設定

0~150% ±20% 0~180%

中長期業績連動報酬 (株式報酬型ストックオプション)
●  業績評価期間3カ年 
業績評価期間終了後に、業績評価に応じた 
割合が権利行使可能

●  権利行使可能株式数の算定方法 (右図)
［定量評価］
フィラデルフィア半導体指数との比較による相対TSR (株主総利回り)、競合企業との連結営業利益率、 
連結営業利益成長率の比較で評価

［定性評価］
長期的な企業価値向上に向けた取り組みを報酬委員会が評価

基準額に 
基づく付与数 × 定量評価 × 定性評価 ＝ 権利行使可能

株式数
職責の大きさ等
に応じて設定

0~150% ±10% 0~165%

中期インセンティブ (株式交付信託)
●  対象期間 (3事業年度) における最終事業年度の業績目標の達成度に応じた支給率 (0%・50~120%) の範囲で支給
●  株式交付ポイントの算定方法 (下図) 
業績評価指標には、連結営業利益率と連結ROEを採用

基準ポイント 
(職責の大きさ等に応じて設定) × 70%× 連結営業利益率 

連動係数 ＋ 基準ポイント 
(職責の大きさ等に応じて設定) × 30%× 連結ROE

連動係数 ＝ 株式交付 
ポイント

社内取締役の報酬について、2025年3月期から
「年次業績連動報酬」 (現金) に代えて、「短期業績
連動報酬」 (現金) および「中長期業績連動報酬」 
(株式) を導入したことにより、株式報酬の比率が高
くなり、中長期的な企業価値・業績向上との連動が

一層強化され、競争力のある報酬体系になりました。この1年、「短期業績連動報酬」 
の財務を中心とした業績評価のKPI検証と年初に設定されたミッションに関する評価 
(非財務業績評価)、および「中長期業績連動報酬」の定量評価のKPI (3年) の途中経
過の検証をおこなったほか、競合との比較・報酬競争力を加味した「中長期業績連動
報酬」の基準額の見直しについて議論し、取締役会で承認されました。

佐々木 道夫
社外取締役
前報酬委員長

報酬委員会委員長メッセージ

最低額

基準額

最高額

1 3

1 14 313.5

31 7.2 1.222.3

株式現金



国内グループ各社の監査役の連携強化のため、グループ監査役連絡会を、年3回国
内各拠点で開催しています。当社の監査方針・監査計画の共有、各社の監査結果の報
告、内部統制評価 (J-SOX) やガバナンス・コンプ
ライアンス・情報セキュリティに関する情報交換な
どをおこなった他、直近では、東京エレクトロン
宮城 (2025年 12月訪問) や東京エレクトロンの
TEL デジタル デザイン スクエア (札幌) (2026年
6月訪問) を見学し、現地社員の方と意見交換を
おこないました。

※1  経営会議は、経営方針・事業戦略・中期経営計画の共有および浸透を目的に、年に2回 (春・秋) 開催される会議で、当社部長以上、
関連会社執行役員以上が出席します。社外監査役も任意で経営会議に出席しています。

※2 社外監査役は、半期ごと (計2回) に出席しています。

当社の監査役会は、当社グループ内での事業部門、
管理部門などの経験、知見を有する社内の常勤監査役
と、社外でのそれぞれ異なった豊富な専門的知見を有
する社外監査役から、各自の複層的、多元的な視点か
ら意見を寄せ合い、また、監査役会以外でも、社内管

理部門、リスク・コンプライアンス部門、内部監査部門からの定期的な報告の他、常勤監
査役による主要会議の傍聴やグループ各社の執行役員等への個別ヒアリングなどを通じ
て、気付きが生じたところを随時代表取締役に具申するなど、適時性、現認を心掛けた活
動をおこなっています。市場とビジネスの急速な拡大が進む中、内部統制部門や取締役
との連携も今後一層きめ細かく進め、問題を未然に防ぐことに注力していきます。

当社の監査役会活動の特徴は、財務経理、法務・
コンプライアンス、知的財産、内部監査といった社
内の管理部門担当者からの定期的な報告、代表取
締役、監査法人やグループ監査役との意見交換、オ
フサイトミーティングでの社外取締役との意見交換

など、多方面・多階層にわたる情報収集チャネルが整備されていることです。その上
で、社内事情に精通した常勤監査役と自らのキャリアを背景にした専門性を有する社
外監査役とが連携することによって実効的な監査体制が構築されています。昨年度も
さまざまなインシデントが発生しました。引き続き問題を未然に防ぐ体制の整備、問
題が発生した場合に迅速な初動に努め拡大を防ぐ仕組みの構築に努めます。

グループ監査役連絡会

コーポレートガバナンス

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画に従い、取締役の職務執行全般にわたって監査をおこなっています。

七澤 豊 
常勤監査役

三浦 亮太 
社外監査役

TEL デジタル デザイン スクエア見学

監査役会の活動

活動状況 常勤監査役 社外監査役

監査役会 (計8回) ● ●

重要会議

取締役会 (計10回) ● ●

コーポレートオフィサーズ・ミーティング (計23回) ●

経営会議 ● ●※1

四半期レビュー会議、倫理委員会など ●

代表取締役との意見交換会 (計4回) ● ●※2

執行役員等への個別ヒアリング (国内子会社・海外現地法人含む) (計59名) ●

あずさ監査法人との定例会議 ● ●

各種稟議書、重要契約書、無償の利益供与関係資料などの閲覧 ●

グループ監査役連絡会 (計3回) ● ●

内部監査部門 (監査センター ) からの報告 (計6回) ●

グループ各社への往査 (計3拠点) ●

法務コンプライアンスユニットからの定例報告 (計3回) ● ●

■ 2026年3月期の主な活動状況
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̶東京エレクトロンの企業文化について、社外役員から見

た印象をお聞かせください。

遠藤監査役 　当社の企業文化の特徴を一言で表すなら
ば、今なお息づく「若さとチャレンジ精神」です。1963年の創

立以来エレクトロニクス産業とともに成長を遂げてきました

が、企業が成長していく過程において、創業60年余りとなる

現在の当社は、まさに「変曲点」に差し掛かっていると認識し

ています。事業規模や組織が拡大し、ガバナンスやステーク

ホルダーへの情報開示の充実、E-COMPASSなど先進的な

環境への取り組みが進むことは素晴らしい反面、必然的に社

内ルールの精緻化を伴い、官僚機構化による活力低下や革

新力の停滞を招くリスクも秘めています。この変曲点を乗り

越え、10年後も真のグローバルエクセレントカンパニーであ

り続けるには、階層や部署を超えてオープンに議論し、若手

を育成し、社員一人ひとりが能力を発揮して達成感を得られ

る社風を守り育てる必要があります。

鈴木取締役 　遠藤監査役の指摘する「変曲点にある」と

いう認識に、私も同感です。短期間でベンチャーから業界トッ

プクラスへと上り詰めた当社の歴史を支えてきた柱は、「顧

客第一主義」「技術開発への熱意」「起業家精神」です。今も

その精神は息づいていますが、組織が巨大化し、競争環境が

複雑化する今、昔のやり方をそのまま踏襲することはできま

せん。起業家精神を保ちつつ、それを現在の文脈に合わせた

具体的な行動規範として再定義し、グローバルベースで社員

へ浸透させることが求められます。年齢に関わらず若々しい

活力を保ち、ステークホルダーとのエンゲージメントを高め

価値を共有していく姿勢を、トップマネジメントから現場まで

定着させる「仕組みづくり」が、これからのフェーズではますま

す重要になります。

クラフト取締役 　当社の文化を一言で表せば「とにかく
真面目な会社」です。KPIに対する姿勢や開発への熱意は素

晴らしく、成果主義が良い意味で根付いています。しかし直

視すべき当社の課題は、組織風土が「ドメスティック」である

という点です。真面目で実直な姿勢は当社の良さですが、そ

の反面、売上の大半をグローバル市場で稼ぎながら、製造拠

点や人材の多くが日本に集中しているというギャップがあり

ます。当社は今、企業の歴史において重要な「岐路」に立って

いると考えています。過去の良き文化を守りつつも、変化す

るグローバル環境に合わせて「変えなければならないもの」

を見極める時期です。

牧野監査役 　クラフト取締役の「岐路」という言葉、そし
て「真面目」「ドメスティック」というご指摘には、私も深く共

感します。常に最先端技術を追求し、お客さまとの深い信頼

関係を築きながら、近道や曖昧な手法に頼らず正攻法で成

果を積み上げる真面目さこそが当社の最大の強みです。ま

た、ドメスティックであることのポジティブな面として、工場を

中心に地域社会への貢献意識が強く、地域に根差した姿勢

社外役員座談会
東京エレクトロンが真のグローバルエクセレントカ
ンパニーを目指しさらに成長するためには、コーポ
レートガバナンスの進化が欠かせません。今回は5
名の社外役員が、当社の企業文化の現状と課題、取
締役会の実効性向上、そして「膨張」ではなく「成長」
を加速させるための戦略について、多角的な視点か
ら議論しました。

鈴木 ゆかり
社外取締役
指名委員会委員長

遠藤 寛
社外監査役

ジョセフ・クラフト
社外取締役
報酬委員会委員長

牧野 あや子
社外監査役

篠原 幸弘
社外取締役
指名委員会委員
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が浸透している点が挙げられます。しかし、監査役の視点か

らは、大きくなった組織をきちんと回していく仕組みができ

ないと、この岐路がネガティブな「大きな曲がり角」になって

しまう危惧をもっています。グローバルな成長を支える巨大

組織を管理する仕組みと、この真面目で地域密着型の優れ

た文化とのバランスをどう取るかが問われています。

篠原取締役 　クラフト取締役や牧野監査役がおっしゃる
「真面目さ」やお客さまとの深い信頼関係は、製造業として

の当社の強みです。ただ、これだけの規模になれば、これま

でのお客さまに寄り添い、より良いものを提供していくとい

うアプローチに加え、今度はお客さまの先を行き、我々から

優れたものを提案・供給していくフェーズに入っています。こ

れも事業の向き合い方における大きな岐路です。企業風土

は自由闊達ですが、少し「お上品でお利口さん」な側面があ

り、一大事になれば全員で立ち向かう反面、状況が不明確な

間は考えすぎてしまう傾向があります。目標を掲げてみんな

で頑張る良さはあるものの、目標の必達に向けた緻密な計

画への落とし込みという点ではもうひと工夫が必要であると

いう印象を受けます。グローバル

企業として次の成長ステージへ

移行する上で、クリアすべき点で

あると思います。

̶この 1年間の議論を踏まえ、当社の取締役会の特徴や課

題についてお聞かせください。

篠原取締役 　取締役会の運営面で他社より優れている

と感じるのは、CEOからの経営状況報告です。要点が端的に

まとめられ、執行側が「今どう動くべきか」を整理する良いプ

ロセスになっています。一方で、大きな方向性や具体的な戦

略に関しては、もっと議論をしていく必要があると感じており、

取締役会としての役割が大きく問われているのも事実です。

クラフト取締役 　マクロな戦略シナリオの不足について
は私も同感です。当社の取締役会には「効率化」と「役割の再

定義」という明確な課題があります。形式的な議案や細かな

報告事項に多くの時間を割くのではなく、本来注力すべき中

長期的な戦略やリスクについて議論する時間がもっと必要で

す。真のグローバルエクセレントカンパニーを目指すなら、国

際的なガバナンスのトレンドに学び、現在の機関設計のあり

方を見直す議論を始める時期にきていると考えます。

牧野監査役 　クラフト取締役が言及された「役割の再定
義」や、中長期的な議論の時間が不足しているという課題は

重要です。議論が尽くされていない、納得のいく説明が得ら

れていない状況であれば、次回の取締役会で議論することが

必要です。当社のガバナンス体制は、すでに社外取締役が過

半数を占めており非常に先進的です。その裏返しとして、社

外取締役には半導体業界や事業に対する専門知識が不足す

る面がありますが、これに関してはコーポレートオフィサーの

同席や、CEOからの経営状況報告に十分な時間を取ること

で、綿密な情報共有が図られています。しかし、「取締役会の

あるべき姿」や「何を議論の主軸に据えるか」については、役

員間でまだ認識に差異があります。執行側と取締役会の間、

あるいは役員間で意見が分かれる論点については、現在、田

原取締役会議長が取締役会以外

の場で丁寧な意見聴取や取りまと

めをおこなっています。この議長

のリーダーシップを基盤に、取締

役会の議論を深化させることが求められます。

鈴木取締役 　取締役会はオープンな雰囲気であり、コー
ポレートオフィサーの参画によって現場のリアルな実情が伝わ

るため、社外取締役にとって非常に有益な場です。しかし昨年

は、個別事案への対応や、クラフト取締役が指摘されたような

時間的制約もあり、「中長期の戦略的議論」に十分な時間を割

けませんでした。一方で、取締役会以外の非公式な場で独立

社外役員同士がコミュニケーションをとる場を設け、率直な意

見交換ができたことはポジティブな変化です。今後は社外役

員間の連携を充実させるとともに、社内経営陣との対話の場

を増やし、激変する環境に迅速に対応できる体制への「進化」

を図る必要があります。

遠藤監査役 　取締役会は、この 1年間で課題を残しつつ
も確かな成果を上げました。第一に、指名委員会とCEO、そ

して社外取締役とのコミュニケーションが深まり、次代に向け

たサクセッションプランの議論が進んだことです。第二に、リ

スクとチャンスが交錯する経営環境の中で、活発な議論がお

こなわれました。社外役員がガバナンス強化に向けて忌憚な

く意見を述べる気運と、執行サイドがそれを真摯に受け止め

る姿勢がありました。これからの1年が真価を問われます。サ

クセッションプランを軌道に乗せること。そして、歴史的な技

術革新を見据え、想定外の状況変化にも執行サイドが臨機応
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変に戦略を変更できるよう、緊密な連携のもとで取締役会が

強力に支援していくことが最大の使命です。

̶企業の「膨張」ではなく「成長」を加速させるための課題

についてお聞かせください。

牧野監査役 　会社規模の拡大が「膨張」で終わるか真の
「成長」になるかは、「価値創造」「収益性」「組織能力」が同時

に強化されているかに尽きます。価値の源泉を磨き続ける点

は当社の得意分野ですが、売上が伸びても利益率やキャッ

シュ・フローが弱ければ、次の成長投資に耐えられず膨張に陥

ります。これを防ぐには、伸びるプロダクトに資源を集中し、そ

うでないものは縮小・撤退するポートフォリオ管理が不可欠で

あり、プロダクトごとの採算性を可視化する「管理会計の強化」

が急務です。また、人数が増えても意思決定の質とスピードが

落ちないよう、権限委譲や業務の標準化を進める仕組みが欠

かせません。AIの進化や地政学リスクの高まりがビジネスモデ

ルを変えうる中、内部統制やコンプライアンスをさらに強化し、

成長速度に耐えうるガバナンスを整えることが重要です。

遠藤監査役 　「収益性の強化」にもつながりますが、河合

CEOのいう「膨張ではなく成長」の真意は、既存製品の設備拡

張は限界利益率の低下をもたらさない範囲にとどめ、付加価

値の高い新製品の投入によるSAM (獲得可能な市場規模) の

拡大を図り、利益率の向上を伴っ

た利益成長を実現することだと理

解しています。当社はこれまで顧

客ニーズを先取りし、密着した

サービスを提供することで絶対的な信頼を築いてきました。 こ

れを事業戦略の根幹としつつ成長をさらに加速させるには、

次世代半導体製造技術の開発に当社がより主体的に関わり、

先駆者利益を自ら確保していく姿勢が求められます。そのため

には、短期的には利益に直結しない基礎研究にも戦略的に取

り組むなどR&D戦略を再編・強化するとともに、戦略的な

M&A、そして買収後のPMI (統合プロセス) を成功裏に遂行で

きる体制整備と人材育成をさらに強化する必要があります。

クラフト取締役 　遠藤監査役のM&Aの重要性というご
指摘に賛同します。成長加速の強力な戦略としてM&Aとス

タートアップ投資は不可欠です。当社のSAMをスピーディに

拡大させるには、「時間を買う」M&Aは極めて効果的な戦術

です。また、国内外の有望なベンチャーへの投資も、次世代

の事業を牽引する上では欠かせません。これらを実現するた

めには、単にKPIターゲットを追いかけるだけでなく、どのよ

うな技術や市場を獲得しにいくのかという「中長期的な成長

投資プラン」を、執行側

で構築していただき、

取締役会に提示いただ

けることを期待します。

鈴木取締役 　戦略を実行に移すのは「人」です。事業環
境が激変する中、成長を加速させるには、現場のリーダーた

ちが活動実績をタイムリーに把握し、課題認識を即座に共有

して全社的なアクションへ結び付けるアジリティ (機敏性) が

重要です。実績管理のシステム化と組織連携のデザインを進

化させることが、利益にこだわる当社にとってのトッププライ

オリティです。さらに、熾烈な市場

において、世界中から優秀な人材

を獲得することは至上命題です。

イノベーションを生み出し続ける

ためには、あらゆるレイヤーで「人材の多様性」を加速させる

必要があります。当社は「やる気重視経営」として、仕事が社

会の発展に貢献している実感や、成果に対する公正な評価な

どを掲げていますが、多様な人材の活力を存分に引き出すに

は、例えば日本人男性社員が大半を占めるような現在の均一

な人材風景を変革し、個々の能力が活かせる社内環境を醸

成するとともに、現場リーダーへの強力なエンパワーメントが

不可欠です。そうした施策が新たなフェーズにふさわしい企

業文化の涵養へつながるはずです。

篠原取締役 　組織能力を高めて多様な人材を生かすた
めには、日々のオペレーションのあり方を見直す必要があり

ます。まず、「やるべきこと」「やらないこと」、そして「機械 (AI

やロボット) がやるべきこと」を明確に切り分け、大胆に計画

に落とし込んで実行することです。そして、人間は方針策定や

計画の立案といった「人がやるべき創造的な仕事」に極限ま

で集中しなければなりません。みんなの活力を引き出し後押

しすることは素晴らしいですが、全員が各々「自分最適」で動

くのではなく、組織として目標に向かって「集中してやり遂げ

ること」を徹底させる必要があります。これを推進するために

は、責任と権限を明確にもち、現場を力強く牽引できる強い

リーダーを育成・リクルートしていくことが急務です。そうし

た強靭な組織基盤をつくることこそが、当社を「膨張」から真

の「成長」へと導く鍵になるのだと確信しています。
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